
のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

※ 「事業実績自己評価」及び「評価」欄の評価基準

　　　Ｓ…　事業目標（値）に達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。
　　　Ａ…　ほぼ事業目標（値）を達成したが、評価Ｓとするには至っていない。
　　　Ｂ…　事業目標をある程度達成したが、今後の改善、検討を要する。
　　　Ｃ…　事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。
　　　Ｄ…　各種の状況により、事業自体に着手できていない。

基本的視点１　子どもの育ちを支えます
　目標１　子どもの最善の利益を支えます
　①　子どもの権利を尊重する社会環境づくりを進めます

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

児童青少
年課

パンフレッ
ト等を通じ
で周知を図
る

実施内容 児童青少年課／「子どもの権利に関する条
例」パンフレットを市立小・中学校新入生へ
配布。
健全育成各地区行事で、一般向けパンフレッ
トを配布。
児童館で、小学生向け及び一般向けパンフ
レットを設置。

子供向け事業を行う市民団体（後援等名義申
請を行った団体）へ周知ＱＲのチラシ掲載を
依頼。
保育施設等入所案内・わたしの便利帖へ周知
記事掲載

Ａ

記載のとおり実施しているが、この水準を維
持すればよいとまで言い切れないため。

児童青少年課／「子どもの権利に関する条
例」パンフレットを市立小・中学校新入生へ
配布。
健全育成各地区行事で、一般向けパンフレッ
トを配布。
児童館で、小学生向け及び一般向けパンフ
レットを設置。

子供向け事業を行う市民団体（後援等名義申
請を行った団体）へ周知ＱＲのチラシ掲載を
依頼。
保育施設等入所案内・わたしの便利帖へ周知
記事掲載
条例10周年記念事業として、条例周知カード
作成配布及び講演会を実施した。

Ａ

条例制定からの節目を契機ととらえ例年以上
の周知を行った。

その他関
係各課

2

子どもオンブズ
パーソン

児童青少
年課

子ども 子どもの声を聞き「子どもにとっ
ていちばんいいこと」を一緒に
なって考えるオンブズパーソン
（公的第三者機関）を設置する。

実施を含め
検討

検討状況 子どもの権利条例検討部会をのびゆく子ども
プラン小金井推進連絡会と同時開催。
国立市等先進事例について調査を実施。
子どもの利用しやすい制度を調査するため、
青少年問題協議会で平成31年度に、子ども実
態調査（仮称）を実施することを決定した。

Ｃ

子どもの権利条例検討部会をのびゆく子ども
プラン小金井推進連絡会と同時開催。オンブ
ズパーソンの設置について、継続して検討を
行ったが、結論がでなかったため。

子どもの権利条例検討部会をのびゆく子ども
プラン小金井推進連絡会と同時開催。
三重県への視察を実施。子どもの権利救済窓
口設置支援委託プロポーザルを実施した。 Ｓ

子どもの権利条例検討部会をのびゆく子ども
プラン小金井推進連絡会と同時開催。オンブ
ズパーソンの設置について、継続して検討を
行い、設置の方向で結論が出たため。

3

子どもの人権講座 公民館 市民 ありのままの子育て、子どもの権
利に関する条例、不登校、特別支
援教育、子どもの居場所、小金井
の子育て等の問題について語り合
う講座を開催する。

継続 参加者数 「子どもの権利に関わるテーマ」を軸とし、
余暇、いじめ、不登校、学校の役割など様々
な問題を取り上げ、全５回講座で実施した。
延参加者数は150人で前年度に比べ微減と
なった。

Ｂ

若い世代の参加者を取り込むため、初回は乳
幼児の保護者を対象とした講座を実施した。
また、全回保育付きとした上で、可能な限り
1歳児まで保育を受け入れるなどし、30～40
代の子育て世代の方に多く参加していただけ
た。（全参加者中の30～40代の割合…約
65％）

「あなたは大切にされていますか？～私がわ
たしであるために～」をテーマに「子どもの
人権」という観点から、子どもたちをとりま
く「今」を見つめ、子どもたちが自分らしく
生きるために、子どもたちと歩む大人たちに
できることを学び、考え、語り合う講座を実
施した。参加者数172人

Ｂ

子ども権利に関するメインとなるテーマを設
定し、各回ごとに関連する個別テーマ・個別
講師による講座を実施した。多くの方が受講
できるように土曜日午後に開催したり、希望
するテーマのみの受講を可能とする等フレキ
シブルな対応を取った。参加者数の前年比
114％

　②　子どもの社会参加を推進し、意見の表明など子どもの自己実現を応援します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／投書数

児童青少年課／意見箱を各児童館に設置。意
見箱投書数208通
意見箱に投書された意見については、子ども
たちに周知した上で、職員が検討の上、事業
に反映するよう取り組んだ。
企画段階から子ども会議を開催し、子どもの
意見を取り入れて、児童館四館合同事業「じ
どうかんフェスティバル2018」を実施した。

Ａ

記載のとおり実施し、前年度より意見箱投書
数は減少したが、一定の効果があると判断し
ている。

児童青少年課／意見箱を各児童館に設置。意
見箱投書数264通
意見箱に投書された意見については、子ども
たちに周知した上で、職員が検討の上、事業
に反映するよう取り組んだ。
企画段階から子ども会議を開催し、子どもの
意見を取り入れて、児童館四館合同事業「じ
どうかんフェスティバル2019」を実施した。

Ａ

記載のとおり実施し、前年度より意見箱投書
数は増加した。

指導室 指導室／継
続

指導室／実
施内容

平成２９年度と同様に小金井教育の日におい
て、市内全教員、保護者、地域に向けた発表
会を実施した。小金井教育の日の第２部にお
いて、中学校生徒会による意見交換会を行っ
た。

Ａ

多くの建設的な意見が表明され、中学生に
とってたいへん貴重な機会となった。参加し
た中学校の代表生徒だけではなく、校内で全
校生徒の意見を聞き取って参加していること
に意義がある。

平成３０年度と同様に小金井教育の日におい
て、市内全教員、保護者、地域に向けた発表
会を実施した。小金井教育の日の第２部にお
いて、中学校生徒会による意見交換会を行っ
た。

Ａ

多くの建設的な意見が表明され、中学生に
とってたいへん貴重な機会となった。参加し
た生徒会の代表生徒だけではなく、校内で全
校生徒の意見を聞き取った上で参加している
ことに意義がある。

その他関
係各課
公民館 公民館／継

続
公民館／実
施施設数

東分館：自習室、貫井南分館：自習室、緑分
館：夏休み期間中に学習室を自習室に開放、
貫井北分館：若者コーナー、フリースペース
など。上記以外の施設利用については、小学
生は保護者１人同伴、中学生のみの場合は親
の承諾書が必要

Ａ

子ども達が公民館を利用することは、今後の
利用者拡大に繋がるが、施設の構造上、事務
室と各部屋のフロアーが違う施設もあり、高
齢者が多い公民館と子ども達の行動をチェッ
クできないこともあり、館によって取り組み
に温度差があることは否めない。

東分館：自習室、貫井南分館：自習室、緑分
館：夏休み期間中に学習室を自習室に開放、
貫井北分館：若者コーナー、フリースペース
など。上記以外の施設利用については、小学
生は保護者１人同伴、中学生のみの場合は親
の承諾書が必要

Ａ

子ども達が公民館を利用することは、今後の
利用者拡大に繋がるが、施設の構造上、事務
室と各部屋のフロアーが違う施設もあり、高
齢者が多い公民館と子ども達の行動をチェッ
クできないこともあり、館によって取り組み
に温度差があることは否めない。

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数

生涯学習課／総合体育館・栗山公園健康運動
センター
中学生以下45,915人

Ａ

総合体育館等の公共施設を子ども達だけでも
気軽に利用しスポーツ及びレクリエーション
の利用に供している事業である。一般利用者
数は横ばいであったものの、指定管理者自主
事業（イベント教室等）の生徒数が増加して
おり、概ね事業目標を達成していることから
Ａ評価とした。

総合体育館・栗山公園健康運動センター
中学生以上〇〇（集計中）人

Ｂ

（仮）体育施設を子どもたちだけでも気軽に
利用し、スポーツ及びレクリエーションの利
用に供している。
利用者数は減少しているが、総合体育館大規
模改修による休館や新型コロナウイルス感染
症感染拡大防止による施設利用中止の影響が
あるため、Ｂ評価とした。

2

子どもの公共施設
の利用

子ども 公民館、体育館等、子どもだけで
も利用できる公共施設の充実を図
る。

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

1

子どもの意見表明
の場の設定と意見
の反映

子ども 子どもの考え方や意見を表明でき
る場を作り、反映する。児童館内
に意見箱の設置や児童館事業の実
施。意見表明の場として各学校生
徒会による意見交換会を実施す
る。

平成３０年度進捗状況

1

子どもの権利の普
及

市民 「子どもの権利に関する条例」に
ついての周知・広報を行う。

番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容

評価の方
法

令和元年度進捗状況平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

1



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　③　子どもへの虐待や犯罪を防止します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

虐待対応事業 子育て支
援課

子ども
と保護
者、関
係機関

子どもを虐待から守るため、児童
相談所や民生・児童委員、警察
署、その他関係機関とのネット
ワークを強化し、関係改善が必要
な親子へのサポートなどを行う。
緊急の事例に関しては、児童相談
所と協議し、一時保護につなげ
る。

推進
調整機能の
強化

協議会の開
催回数

子ども家庭支援センターを中核機関として連
携を実施
相談件数615件（前年度継続指導件数、虐待
疑いを含む）
代表者会議1回、実務者会議4回
ケース検討会議73回
要保護児童対策地域協議会研修会１回

要保護児童対策地域協議会に新たに１機関
(東京都立小金井特別支援学校）加わる。

Ｂ

Ｈ30年度から要保護児童対策地域協議会に新
たな構成機関を加え、より一層の関係機関連
携の充実を図った。
研修会では児童虐待の共通認識等定着に努め
た。
相談内容は多様化し、対応が困難な事例が増
加しているが、H30年度もケース検討会議を
必要に応じ開催し、関係機関と連携をとりな
がら、児童虐待の未然防止に努めた。今後も
ネットワーク機能が十分に発揮できるよう緊
密な連携をとり、調整機関としての役割強化
に努める。

子ども家庭支援センターを中核機関として連
携を実施
相談件数999件（前年度継続指導件数、虐待
疑いを含む）
代表者会議1回、実務者会議4回
ケース検討会議55回
要保護児童対策地域協議会研修会１回
関係機関との勉強会等　４回

要保護児童対策地域協議会に新たに１機関
(東京学芸大学附属幼稚園）加わる。

Ａ

2年続けて要保護児童対策地域協議会に新た
な構成機関を加え、より一層の関係機関連携
の充実を図った。
研修会では児童虐待の共通認識等定着に努め
た。
令和元年度は要保護児童対策地域協議会構成
機関から、子ども家庭支援センターの役割や
機能についての勉強会等の依頼を受け、4回
実施。共通理解を深められたと考える。結
果、役割分担等、関係機関と連携をとりなが
ら、児童虐待の未然防止に努めた。今後も
ネットワーク機能が十分に発揮できるよう緊
密な連携をとり、調整機関としての役割強化
に努める。

2

虐待防止啓発事業 子育て支
援課

子ども
と保護
者、市
民など

子どもが自分自身の心と身体を守
る方法を学ぶとともに、虐待防止
のマニュアル作成や早期発見に向
けたキャンペーン、虐待を防ぐた
めの相談を行う。

継続 キャンペー
ンの実施状
況

子ども家庭支援センター、児童相談所、関係
機関と連携、協力しながら虐待防止のため継
続して実施。
11月に、市内各駅頭にて児童虐待防止キャン
ペーンとして、チラシやティッシュ等の配布
を実施。
その他、子ども達の相談先として子ども家庭
支援センターを周知するため、関係機関へ
ティッシュ等グッズを配付。
虐待通報窓口として市報に毎号掲載した。

Ｂ

児童虐待防止キャンペーンで、体罰が子ども
の脳の発達へ深刻な影響を及ぼすことを記し
たチラシも配布するなど、虐待防止の周知方
法を工夫した。
今後も効果的な周知方法を検討していく。

子ども家庭支援センター、児童相談所、関係
機関と連携、協力しながら虐待防止のため継
続して実施。
11月に、市内各駅頭にて児童虐待防止キャン
ペーンとして、チラシやティッシュ等の配布
を実施。
その他、子ども達の相談先として子ども家庭
支援センターを周知するため、関係機関へ
ティッシュ等グッズを配付。
虐待通報窓口として市報に毎号掲載した。

Ｂ

児童虐待防止キャンペーンで、昨年に続き、
体罰が子どもの脳の発達へ深刻な影響を及ぼ
すことを記したチラシも配布するなど、虐待
防止の周知を推進した。東京都体罰×のリー
フレット等は配れていないため、今後周知し
ていく。

地域安全
課

地域安全課
／充実

地域安全課
／犯罪件数
の減少

地域安全課／平成30年刑法犯認知件数808件
（前年比86件減）。子どもの安全確保方策と
して、こがねいし安全・安心あいさつ運動
（こきんちゃんあいさつ運動）を推進。防犯
資機材を、3団体へ計19個支給。青色回転灯
装備車両15台を使用し、通常業務を通して
472回のパトロールを実施。こがねい安全・
安心メールを37件配信。小金井安全・安心ま
ちづくり協議会を2回実施し防犯施策に関す
る協議を行った。

Ａ

刑法犯全体で前年比86件減少し、第4次小金
井市基本構想・後期基本計画の平成32年目標
値（999件）を下回っているが、新たな手口
の詐欺等の発生や集中して詐欺が発生（未然
防止含む）するなど、予断を許さない状況が
続いていることからA評価とした。

地域安全課／令和元年刑法犯認知件数758件
（前年比50件減）。子どもの安全確保方策と
して、こがねいし安全・安心あいさつ運動
（こきんちゃんあいさつ運動）を推進。防犯
資機材を、5団体へ計40個支給。青色回転灯
装備車両15台を使用し、通常業務を通して
503回のパトロールを実施。こがねい安全・
安心メールを40件配信。小金井安全・安心ま
ちづくり協議会を2回実施し防犯施策に関す
る協議を行った。

Ａ

刑法犯全体で前年比50件減少し、第4次小金
井市基本構想・後期基本計画の平成32年目標
値（999件）を下回っているが、新たな手口
の詐欺が発生するなど、予断を許さない状況
が続いていることからA評価とした。

保育課 保育課／継
続

保育課／
【公立保育園】
門扉の施錠、警備会社による警備、防犯カメ
ラ・防犯カラーボールの設置、学校110番の
設置、警察署からの指導を受けての不審者対
応訓練等を行っている。また、不審者対応マ
ニュアルを各園で作成している。

【民間保育園】
非常通報装置の設置、警備員の配備、機械警
備システムの導入、防犯カメラの設置、門扉
のオートロック、警察署からの指導を受けて
の不審者対応訓練等を行っている。
※民間保育園については、回答を得た17園の
内容について記載。

Ａ

設置された防犯カメラ等を活用するととも
に、不審者対応訓練等により職員の防犯意識
啓発も行うなど、防犯対策については常に意
識を高めて取り組むことができた。
園によっては、さすまたを常備したり来園者
に名札を装着してもらったりと、更なる防犯
意識の向上に努めている。

保育課／
【公立保育園】
門扉の施錠、警備会社による警備、防犯カメ
ラ・防犯カラーボールの設置、学校110番の
設置、警察署からの指導を受けての不審者対
応訓練等を行っている。また、不審者対応マ
ニュアルを各園で作成している。
わかたけ保育園の門扉にオートロックを設置
した。

【民間保育園】
非常通報装置の設置、警備員の配備、機械警
備システムの導入、防犯カメラの設置、門扉
のオートロック、警察署からの指導を受けて
の不審者対応訓練等を行っている。
※民間保育園については、回答を得た園の内
容について記載。

Ａ

設置された防犯カメラ等を活用するととも
に、不審者対応訓練等により職員の防犯意識
啓発も行うなど、防犯対策については常に意
識を高めて取り組むことができた。
園によっては、さすまたを常備したり来園者
に名札を装着してもらったりと、更なる防犯
意識の向上に努めている。

学務課 学務課／継
続

学務課／小中学校新入学児童・生徒に防犯ブ
ザーを貸与した。また、通学路防犯カメラに
ついては、今年度新たに3台を設置した。し
たがって合計で9校43台の設置となった。

Ａ

児童・生徒の通学途上の安全確保に資するこ
とができた。

学務課／小中学校新入学児童・生徒に防犯ブ
ザーを貸与した。また、通学路防犯カメラに
ついては、今年度新たに2台を設置した。し
たがって合計で9校45台の設置となった。

Ａ

児童・生徒の通学途上の安全確保に資するこ
とができた。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年課／非常通報装置・防犯グッズ
（さすまた）等を全児童館、学童保育所に配
置。また、職員を対象としたさすまた講習会
を実施。

Ａ

随時改善に取り組む。 児童青少年課／非常通報装置・防犯グッズ
（さすまた）等を全児童館、学童保育所に配
置。また、職員を対象としたさすまた講習会
を実施。

Ａ

必要な改善は随時行う。

4

子どもを見守る家
（カンガルーのポ
ケット）

地域安全
課、指導
室

市民 登下校時への不審者に対する一時
的緊急避難所として「子どもを見
守る家（カンガルーのポケッ
ト）」の設置を促進する。

継続 登録者数 1,157件の登録件数があった。
健全育成協議会での情報交換を行った。 Ａ

通学路にカンガルーのポケットのステッカー
が多数あることによって、犯罪防止にも役
立っていると考える。このことが子どもたち
の安心につながっている。

1,054件の登録件数があった。
健全育成推進協議会で情報交換を行った。 Ａ

カンガルーのポケットのステッカーを見かけ
ることで、子どもたちが安心できるという声
が寄せられている。

5

セーフティー教室 指導室 小学
生、中
学生

薬物、インターネットを利用する
際に起きる被害、加害、不審者対
策等について学び、危険回避・犯
罪防止等の能力を育成する。

継続 実施学級数 小中学校１４校すべての学校で、警察や関係
機関と連携したセーフティ教室を実施した。
学校の実態に応じて、薬物乱用防止、イン
ターネット被害防止、ＳＮＳによるトラブル
防止等の内容を行った。

Ａ

ＳＮＳによるトラブル防止について、多くの
学校で扱われている。子どもが、家庭や社会
の中で、安心安全に暮らすことができるため
の一助となっている。

市内全ての小・中学校で、子どもの発達段階
にあわせて、警察や関係機関と連携したセー
フティ教室を実施している。 Ａ

交通安全、ＳＮＳによるトラブル防止につい
て多くの学校で力を入れている。大きな事故
や問題行動も起きていないため、効果を上げ
ている。

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

3

子どもを犯罪から
守る防犯対策

子ども ボランティアによる市内パトロー
ルなど、子どもが安心して過ごせ
るまちづくりを行う。学校、保育
所や学童保育所などで防犯対策に
努める。

保育課・学
務課・児童
青少年課／
実施内容

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容

2



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　目標２　子どものゆたかな体験と仲間づくりを支えます
　①　自立を育む体験活動を応援します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

公民館 公民館／継
続

公民館／利
用者数

公民館緑分館／「子ども体験講座」4回、総
参加人数146人
公民館緑分館／「共働夢農園・親子コース」
6回シリーズ、延参加人数104人

Ａ

子ども体験講座では、野川の生き物観察、ロ
ボットとの触れ合い、マジック教室、クリス
マスリース作りを実施し、自然や最新技術
等、幅広い分野を楽しみながら理解を深めら
れた。また、平成２９年度よりも参加人数が
増えた。共働夢農園・親子コースは、親子で
楽しみながら土づくりから農機具の手入れま
で行い、楽しみながら野菜を作って収穫する
喜びを体験できた。

公民館緑分館／「子ども体験講座」5回、総
参加人数97人
公民館緑分館／「共働夢農園・親子コース」
6回シリーズ、延参加人数115人

Ａ

子ども体験講座では、野川や浴恩館公園の生
き物観察、昔の遊び体験、秋のランチBOX作
り、クリスマスリース作りを実施した。幅広
い分野を楽しみながら子ども達に体験の場を
提供できた。共働夢農園・親子コースは、親
子で楽しみながら土づくりから農機具の手入
れまで行い、楽しみながら野菜を作って収穫
する喜びを体験できた。

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数

生涯学習課／清里山荘自然体験教室年2回実
施、夏季参加者人数34人（定員40人、応募者
61人）、冬季参加者人数27人（定員30人、応
募者63人） Ａ

夏季は野鳥観察やとうもろこしの収穫、冬季
は雪あそびなど、清里の土地をいかしたプロ
グラムを実施し、子ども達が自然の大切さを
学ぶという事業目標を達成し、応募者も増
え、定員に近い参加もあったことから、A評
価とした。

生涯学習課／清里山荘自然体験教室年2回実
施、夏季参加者人数36人（定員36人、応募者
97人）、冬季参加者人数35人（定員36人、応
募者85人） Ａ

夏季はトレッキング、じゃがいもの収穫、冬
季は雪遊び、他にも自然体験教室やキャンプ
ファイヤー等の清里自然を感じ、普段過ごす
家族や友人以外の人との交流も体験する事業
が実施できた。定員に近い参加もあり、参加
者アンケートでも、概ね高評価だったことか
らＡ評価とした。

経済課
農業委員
会

経済課・農
業委員会／
継続

経済課・農
業委員会／
参加生徒
数、児童数

経済課・農業委員会／
学童収穫体験事業（市内小学校9校、参加児
童1,750人、ジャガイモ・サツマイモの収穫
体験を行った。）
職場体験事業（市内中学校2校、参加生徒8
人、ＪＡ共同直売所におい販売作業等の体験
や経済課において市民農園業務の体験を行っ
た。）

Ａ

畑の土や農作物に直接触れることができる
ジャガイモ、サツマイモの収穫体験を行った
小学生、出荷された農作物の販売準備等の体
験を行った中学生に対し、都市の農地の重要
性や都市農業への理解に繋がる体験事業が実
施できたことからＡ評価とした。

経済課・農業委員会／
学童収穫体験事業（市内小学校9校、参加児
童1,674人、ジャガイモ・サツマイモの収穫
体験を行った。）
職場体験事業（市内中学校1校、参加生徒3
人、ＪＡ共同直売所において販売作業等の体
験を行った。）

Ａ

畑の土や農作物に直接触れることができる
ジャガイモ、サツマイモの収穫体験を行った
小学生、出荷された農作物の販売準備等の体
験を行った中学生に対し、都市の農地の重要
性や都市農業への理解に繋がる体験事業が実
施できたことからＡ評価とした。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／参加人
数

児童青少年課／わんぱく団活動（６日間）
参加人数76人（累計参加人数456人）
中高生ボランティア人数18人

Ｓ
子どもの体験事業として、野外活動を実施。
定員数である75名を超えて受け入れており、
体験事業の目的は達成していると考える。

児童青少年課／わんぱく団活動（６日間）
参加人数75人（累計参加人数450人）
中高生ボランティア人数20人

Ｓ
子どもの体験事業として、野外活動を実施。
定員数である75名を受け入れており、体験事
業の目的は達成していると考える。

2

各種スポーツ事業 生涯学習
課

子ども
と保護
者、少
年少女
スポー
ツ団体

親や指導員も参加し、子どもとの
交流を図れるよう「少年少女野球
教室」「ジュニアサッカーフェス
ティバル」「親子体操教室」など
を実施する。体育協会との連携に
より、少年少女スポーツ団体に対
し、財政的支援を行う。

継続 利用者数 少年少女野球教室　参加者数92人（1回実
施）
ジュニアサッカーフェスティバル　参加者26
人（1回実施）
親子体操教室　参加者数161人（全16回）
「水泳教室」160人（全53回）
「なんでもやってみようスポーツ教室」19人
（全8回）を実施

Ｂ

野球、サッカー等の競技の基本と楽しさを体
験させながら、健全な児童の育成のため実施
する事業である。参加者が増加した教室があ
る一方で、参加者が減少した教室もあるた
め、Ｂ評価とした。

少年少女野球教室　参加者数84人（1回実
施）
ジュニアサッカーフェスティバル　参加者
107人（1回実施）
親子体操教室　参加者数148人（全16回）
「水泳教室」155人（全46回。新型コロナウ
イルス感染症感染拡大の影響により、一部中
止）
（「なんでもやってみようスポーツ教室」は
令和元年度は事業の見直しにより廃止）

Ｂ

各競技を通じてスポーツに対する大きな夢を
育み、心身ともに健やかに成長することを期
待し、児童の健全な育成も目的とした事業で
ある。ジュニアサッカーフェスティバルにつ
いては、雨天での実施があったが多数の児童
の参加があった。一方で、参加数減の事業で
は一部新型コロナウイルス感染症拡大防止に
よる中止の影響もあり、参加者数の増減に差
があるため、Ｂ評価とした。

3

図書館事業 図書館 子ども 貸し出しサービス、レファレンス
サービス（参考業務）、子ども対
象の各種事業（おはなし会・工作
の会・映画会）、ヤングアダルト
サービス、学校図書室との連携・
援助・資料の収集と組織化・他市
図書館との相互貸借を行う。

充実 利用者数 おはなし会／本館50回546人、東分室10回123
人、緑分室12回344人、貫井北分室35回374人
（ボランティアとの協働実施／本館4回88
人、東分室4回82人、緑分室12回344人、貫井
北分室35回374人）
おたのしみ会／本館2回129人、東分室１回33
人、貫井北分室1回93人
夏休み工作会／本館1回11人、東分室1回7人
学校、学級、ボランティア団体への団体貸出
小学生の1日図書館員（緑分室2回4人）
中学生の職場体験学習（本館1回3人、東分室
1回3人、緑分室3回5人）
中学生の1日図書館員（貫井北分室1回4人）
高校生の校外学習受入（本館1回1人、東分室
1回1人）
大学生のインターンシップ受入（本館1回1人
貫井北分室1回2人）

Ａ

本館は、平成29年度は冷暖房改修工事による
一部期間休館があったため、おはなし会の回
数・参加者数が減少していたが、平成30年度
は、通年でおはなし会の実施ができたため、
増加した。また、本館では、新たに、０歳か
ら２歳児までの親子対象のおはなし会を開始
した。緑分室は、参加者が100名以上増加し
た。東分室・貫井北分室のおはなし会の実施
回数は、昨年度と同数であるが、参加者数
は、昨年度を下回った。
本館のおはなし会、おたのしみ会、中学生の
職場体験学習、高校生の校外学習受入、大学
生のインターンシップ受入回数が増えたた
め、Ａ評価とした。

おはなし会／本館46回718人、東分室9回138
人、緑分室13回413人、貫井北分室31回312人
（ボランティアとの協働実施／本館3回56
人、東分室6回86人、緑分室10回357人、貫井
北分室31回312人）
おたのしみ会／本館2回135人、東分室１回36
人、貫井北分室1回108人
夏休み工作会／本館1回19人、東分室1回2人
学校、学級、ボランティア団体への団体貸出
小学生の1日図書館員（緑分室2回8人）
中学生の職場体験学習（本館1回3人、東分室
1回3人、緑分室2回4人）
中学生の1日図書館員（貫井北分室1回5人）
高校生の校外学習受入（緑分室1回1人）
大学生のインターンシップ受入（本館2回2人
貫井北分室1回2人）

Ａ

コロナウイルス感染症拡大防止のため、おは
なし会が２月の下旬から中止になり、おはな
し会の回数が減ったが、全体的に参加人数が
増加した。緑分室では、新たに、平日の午後
に、３歳から小学校３年生までを対象とした
スペシャルおはなし会を３回実施した。スペ
シャルおはなし会では、絵本の読み聞かせの
他、自然の観察や簡単な工作や簡単な実験な
どを導入した。
東分室の工作会、緑分室の職場体験学習、高
校生の校外学習受入など、参加人数が減少し
た事業もあるが、全体的に参加人数が増加し
たため、A評価とした。

評価の方
法

令和元年度進捗状況

1

子どもの体験事業 子ども
と保護
者

「子ども体験講座」「学習体験収
穫」「わんぱく団活動」などを行
う。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

3



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

児童青少
年課

児童青少年
課／充実

児童青少年
課／参加人
数

児童青少年課／土曜日来館者数13,766人

Ａ

前年度より実績は減少しているが、土曜開館
によって、子どもの受入れ体制は整備されて
いる。
事業内容等については、随時、検討・改善を
行っている。

児童青少年課／土曜日来館者数11,205人

Ａ

前年度より実績は減少しているが、土曜開館
によって、子どもの受入れ体制は整備されて
いる。
事業内容等については、随時、検討・改善を
行っている。

公民館 公民館／継
続

公民館／講
座数

公民館緑分館／「子ども体験講座」4回（土
曜日3回、日曜日1回）、総参加人数146人
（土曜日107人、日曜日39人）
公民館東分館／「ひがし子ども囲碁教室」47
回、延参加人数755人 Ａ

子ども体験講座では、野川の生き物観察、ロ
ボットとの触れ合い、マジック教室、クリス
マスリース作りを実施し、自然や最新技術
等、幅広い分野を楽しみながら理解を深めら
れた。また、平成２９年度よりも参加人数が
増えた。
ひがし子ども囲碁教室については、棋力向上
だけでなく、囲碁を通じ社会のルールやマ
ナーも身についている。

公民館緑分館／「子ども体験講座」5回（土
曜日2回、日曜日3回）、総参加人数97人（土
曜日40人、日曜日57人）
公民館東分館／「ひがし子ども囲碁教室」42
回、延参加人数851人 Ａ

子ども体験講座では、野川や浴恩館公園の生
き物観察、昔の遊び体験、秋のランチBOX作
り、クリスマスリース作りを実施した。幅広
い分野を楽しみながら子ども達に体験の場を
提供できた。
ひがし子ども囲碁教室については、棋力向上
だけでなく、囲碁を通じ社会のルールやマ
ナーも身についている。

図書館 図書館／充
実

図書館／参
加者数

緑分室において月1回土曜日のおはなし会を
実施（全12回、344人参加）
絵本の読み聞かせの他、手袋人形、手遊び、
人形劇、影絵芝居、素話、パネルシアター等
多岐にわたる種類の演目を行った。
貫井北分室において月3回土曜日のおはなし
会を実施　全35回・374人参加

Ｂ

緑分室は、参加者が100名以上増加した。貫
井北分室は、おはなし会回数は昨年度と変わ
らないが、参加者が減少した。
緑分室・貫井北分室のおはなし会は、平成28
年度まで毎月市報に掲載していたが、平成29
年度から掲載ルールが変更に伴い掲載回数が
減少したため、今後も市報掲載以外の図書館
ホームページの掲載やＳＮＳ等も活用して、
広報活動に力を入れ、おはなし会の更なる周
知を図る。

緑分室において月1回土曜日のおはなし会を
実施（全10回、357人参加）
絵本の読み聞かせの他、手袋人形、手遊び、
人形劇、影絵芝居、素話、パネルシアター等
多岐にわたる種類の演目を行った。
貫井北分室において月3回土曜日のおはなし
会を実施　全31回・312人参加

Ｂ

コロナウイルス感染症拡大防止のため、おは
なし会が２月の下旬から中止になり、おはな
し会の回数が減少した。参加人数は、緑分室
の土曜日のおはなし会が１３人増加したが、
貫井北分室が、６２人減少したため、Ｂ評価
とした。
今後、おはなし会の実施方法を検討していき
たい。

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／利用児童
数

生涯学習課／
毎週土曜日実施
総合体育館・栗山公園健康運動センター
プール無料開放（9時～正午）3,655人
土曜スポーツクラブを実施（9時～正午）405
人

Ｂ

土曜スポーツクラブとは、総合体育館等にお
いて学校週五日制対応事業として、毎週土曜
日に小・中学生を対象とした事業である。
実施回数等の関係もあり一概には判断できな
いものの利用者数は減少しているため今後の
検討課題ではあるが、大きな事故もなく子ど
もたちに施設開放、事業参加の機会を提供で
きていることから、Ｂ評価とした。

毎週土曜日実施
総合体育館・栗山公園健康運動センター
プール無料開放（9時～正午）3,689人
土曜スポーツクラブ（9時30分～11時30分）
319人 Ｂ

土曜スポーツクラブは、小中学生を対象に、
土曜日に総合体育館にてニュースポーツ等の
指導を行っている事業である。
令和元年度は、総合体育館大規模改修による
臨時休館や新型コロナウイルス感染症感染拡
大による事業中止の影響を受け、参加人数に
よって一概に判断できないため、Ｂ評価とし
た。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／登録・
参加者数

中・高校生ボランティア登録・参加者数747
人

Ａ

前年度より実績が減少したが、平成22年度以
降でみると800人を軸に上下に変動しており
30年度についてはその差の範囲と判断しA評
価継続。
各児童館行事において、日常的に中・高校生
世代のボランティアの協力を得ている。

中・高校生ボランティア登録・参加者数742
人

Ａ

前年度より実績が減少したが、平成22年度以
降でみると800人を軸に上下に変動しており
31年度についてはその差の範囲と判断しA評
価継続。
各児童館行事において、日常的に中・高校生
世代のボランティアの協力を得ている。

指導室 指導室／継
続

指導室／実
施内容

地域社会などでボランティア活動に参加した
ことがある中学３年生の割合は、５２．６％
であった。ボランティアカードを市内小学校
５・６年生と中学生の全員に配布した。校長
や担任からも声かけをしたことでボランティ
アへの参加率が増加している。

Ａ

児童生徒が地域行事等でボランティア活動に
参加すると、地域の方から感謝の言葉を多く
いただく。このことが児童生徒の自己肯定感
向上につながっていく。

ボランティアカードを市内小学校５・６年生
と中学生の全員に配布した。ボランティア活
動への意識を高めるために、校長や担任から
も声かけを行った。 Ａ

児童生徒がボランティア活動に参加すると、
地域の方から感謝の言葉をいただく。このこ
とが児童生徒の自己肯定感向上につながる。
今後一層、児童生徒が、地域や社会をよくす
るために何をすべきかを考える意識を高めて
いくことが必要である。

5

ボランティア活動
への参加

12歳～
18歳の
子ども

中・高校生ボランティアの参加を
得る。また、ボランティア活動に
参加しやすい環境を整え、子ども
の参加意欲を高める。

評価の方
法

令和元年度進捗状況

4

土曜日における受
入れ事業

子ども 土曜日に、体育施設・図書館・児
童館・公民館などの公共施設を子
どもへ開放する。また、子どもが
参加できるさまざまな事業を開催
する。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

4



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　②　子どもの居場所と交流の場を充実します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

児童館事業 児童青少
年課

子ども
と保護
者

子どもの健全育成として、小学生
対象のグループ活動などのほか、
中・高校生事業、子育て支援、子
育てグループの活動支援などにつ
いて、開館時間の延長も行い実施
する。施設の整備や新たな児童館
設置を行う。

整備・新設
については
財政状況等
を踏まえ運
営方法等含
め今後の検
討課題

来館者数
小学生対象
事業の参加
者数
開館時間

来館者数98,875人
＜開館時間延長に伴う来館者数＞
東児童館を除く3館において、小学4年生以上
の児童を対象に、開館時間を午後5時30分ま
で延長。平成30年6月より、貫井南、緑児童
館の延長実施日を拡大した。（本町児童館は
学校休業日を除く平日のみのまま）
本町、貫井南、緑児童館　12,754人/196日
東児童館（常時午後6時まで開館）　5,342人
/279日
四館合計18,096人
＜主な施設整備状況＞
緑児童館改修工事（エアコン改修工事）

Ｂ

各館の事業については評価Ａとし、今後も継
続していく。
新設については、新たに策定された公共施設
等総合管理計画による施設新設の定量の考慮
も必要なため事業の進捗はなし。
このため、総合評価をＢとした。

来館者数85,289人
＜開館時間延長に伴う来館者数＞
東児童館を除く3館において、小学4年生以上
の児童を対象に、開館時間を午後5時30分ま
で延長
東児童館（常時午後6時まで開館）
四館合計15,176人
※3月については新型コロナウィルス感染防
止対策のため、開館延長を含む一部事業を中
止し、自由来館についても自粛を呼びかけ
た。
＜主な施設整備状況＞
東児童館敷地内水道管交換工事・児童館トイ
レ洋式化改修工事

Ｂ

各館の事業については評価Ａとし、今後も継
続していく。
新設については、新たに策定された公共施設
等総合管理計画による施設新設の定量の考慮
も必要なため事業の進捗はなし。
このため、総合評価をＢとした。

2

移動児童館（わん
ぱく号）

児童青少
年課

子ども
と保護
者

児童館に遠い地域の子どもへの支
援活動として、ボランティアグ
ループの協力により実施する。

継続 参加人数 移動児童館「わんぱく号」参加人数351人/9
回、ボランティア20人

Ｂ

屋外事業のため、天候によって左右される
が、全日程開催できた。前年度と比較して人
数が減少しているため、今年度は評価をＢと
する。事業内容については、適宜検討・改善
を継続

移動児童館「わんぱく号」参加人数422人/9
回、ボランティア15人

Ｓ

前年度と比較して50人以上参加者数が増加し
ているため、今年度は評価をSとする。事業
内容については、適宜検討・改善を継続

環境政策
課

環境政策課
／継続

環境政策課
／実施内容

剪定や草刈を実施し、公園内の樹木や植栽の
適切な維持管理を行った。
また、市内に点在する市立公園内の遊具の点
検を行い、劣化が激しい遊具は撤去・修繕を
実施した。

Ａ

剪定や草刈を行うことによって見通しが良
く、地域の方が利用しやすい公園を維持管理
することができたため。
また、劣化が激しい遊具の撤去・修繕を行っ
たことにより、事故などを未然に防ぎ、多く
の方に安心して公園を利用していただけるよ
う努めた。

剪定や草刈を実施し、公園内の樹木や植栽の
適切な維持管理を行った。
また、市内に点在する市立公園内の遊具の点
検を行い、劣化が激しい遊具は撤去を実施し
た。

Ａ

剪定や草刈を行うことによって見通しが良
く、地域の方が利用しやすい公園を維持管理
することができたため。
また、8公園で劣化が激しい遊具の撤去を
行ったことにより、事故などを未然に防ぎ、
多くの方に安心して公園を利用していただけ
るよう努めた。

児童青少
年課

児童青少年
課／実施

児童青少年
課／実施内
容

プレーパーク来場者数（４月～３月）198回
19,390人
いけとおがわ（学芸大）毎週火～木・土、く
じら山（武蔵野公園）毎週金曜日　午前10時
～午後5時

午前中を乳幼児親子、午後を小学生以上が主
に利用する時間として、年代ごとの利用に配
慮。
開設時間中はプレーリーダー２名以上の配置
による安全確保を行った。

Ｓ

前年度に比べ、参加人数増加。
常連の子どもも増え、子どもの遊び場として
定着してきたため

プレーパーク来場者数（４月～３月）193回
16,431人
いけとおがわ（学芸大）毎週火～木・土、く
じら山（武蔵野公園）毎週金曜日　午前10時
～午後5時

午前中を乳幼児親子、午後を小学生以上が主
に利用する時間として、年代ごとの利用に配
慮。
開設時間中はプレーリーダー２名以上の配置
による安全確保を行った。

Ｓ

前年度に比べ、参加人数及び天候不順等によ
る回数減があったが、実施回数は上限であ
り、実施内容としても常連の子どもも増え、
子どもの遊び場として定着してきており、近
隣保育園の散歩利用等も増加し、地域資源と
しての認知も進んだため、総合評価はＳとす
る。

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課
／参加人数
（登録団体
開放・遊び
場開放）

夏休みを除く毎月土、日、祝祭日。年末・年
始の6日間を除く冬休み及び春休み。午前午
後をスポーツ団体に開放。ただし午後はス
ポーツ団体と遊び場の併用。
遊び場開放開催回数延べ526回、参加者数延
べ8,776人。登録団体開放延べ763回、参加者
数延べ55,294人。9校にて開放実施

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小学校
校庭を開放する事業であり、参加者数は遊び
場開放は若干の増加、団体開放は若干の減少
となっている。大きな事故等も無く、子ども
達が安全に遊べる場所の確保ができているこ
とからＡ評価とした。

夏休みを除く毎月土、日、祝祭日。年末・年
始の6日間を除く冬休み及び春休み。午前午
後をスポーツ団体に開放。ただし午後はス
ポーツ団体と遊び場の併用。
遊び場開放開催回数延べ437回、参加者数延
べ7,059人。登録団体開放延べ610回、参加者
数延べ47,347人。9校にて開放実施

Ａ

子どもの遊び場不足を補うために市立小学校
校庭を開放する事業であり、コロナウイルス
の影響で３月が開催できなかったため、参加
者数は減少となっている。大きな事故等も無
く、子ども達が安全に遊べる場所の確保がで
きていることからＡ評価とした。

4

放課後子どもプラ
ン

生涯学習
課

子ども 放課後や週末等に小学校の余裕教
室等を活用し、安全・安心な子ど
もの活動拠点（居場所）を設け、
地域の方々の参画を得て、子ども
に勉強やスポーツ・文化活動、地
域住民との交流活動等の機会を提
供することにより子どもが地域社
会の中で、心ゆたかで健やかに育
まれる環境づくりを推進する。

充実 参加人数、
実施回数

平成19年度から「放課後子ども教室推進事
業」として実施。9小学校区、35事業、参加
者33,415人、実施回数879回

Ａ

学校と地域と保護者が協力して安全な子ども
たちの居場所を作ることを目標としており、
大きな事故もなく、各校で推進委員会が組織
される等体制の整備も図られていることか
ら、ほぼ事業目標を達成しているためＡ評価
とした。去年よりも参加者数は微減し、実施
回数は微増した。

平成19年度から「放課後子ども教室推進事
業」として実施。9小学校区、41事業、参加
者33,018人、実施回数837回

Ａ

　学校開校日における月曜日から金曜日まで
の放課後子ども教室の全日開催の最初の１校
として本町小で１０月から開催することがで
きたのでＡ評価とした。

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

3

校庭、公園等遊べ
る施設の整備等

市民 子どもからお年よりまでの憩いの
場・交流の場、青少年が安心して
遊べる魅力ある場（小学校の校庭
開放、プレーパークなど）の確保
と環境づくりを行う。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容

5



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

基本的視点２　子育て家庭を支えます
　目標３　子どもを生み育てる家庭を支援します
　①　経済的負担を軽減します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

愛育手当 子育て支
援課

4歳、5
歳の子
どもの
保護者

市内に住み、保育園（無認可を除
く）や幼稚園に入園していない子
ども（4歳、5歳）を育てている保
護者に手当を支給する。

継続 受給者数 受給者数67人

支給額
月額7,300円

Ａ

H29.4.1に制度改正し、受給資格者を適正化
した（現在は、公的補助のない無認可保育施
設又は児童発達支援センターに在籍している
満３歳から満５歳までの幼児の保護者）。受
給者数は、前年度比で微減であるが、制度改
正に伴う一年度限りの経過措置により、前年
度は自宅で保育している一部の方も対象とし
ていたためであり、それを踏まえると、前年
度同等の水準で推移した。

受給者数73人

支給額
月額7,300円

Ａ

幼保無償化に関連し、直接的又は間接的に公
的補助を受けられる対象児童の範囲が拡大し
たことにより、R1.10.1に、受給資格者の適
正化を図る方向で、制度改正を行った。評価
指標である受給者数は、幼保無償化等外部要
因により変動するが、令和元年度は、旧制度
で運用する上半期を含んでいたため、外部要
因の影響をあまり受けず、結果として、微増
で推移したため。

2

私立幼稚園等保護
者助成

保育課 私立幼
稚園へ
通う子
どもの
保護者

私立幼稚園等に在籍する子どもの
保護者の負担軽減を図るため、助
成を行う。また、適正な助成金の
額について検討する。

継続 受給者数 受給者数 18,063人／年

助成額
①私立幼稚園等就園奨励費補助金（国の補助
対象事業）
所得状況による（最大で年額308,000円）

②私立幼稚園等園児保護者補助金（都・市の
補助対象事業）
所得状況による（最大で月額11,400円）

Ｓ

平成29年度から市の事業である私立幼稚園等
園児保護者補助金の金額を月額2,000円増額
して支給している。平成30年度においても、
引き続き幼児教育の振興と充実を図りつつ、
更に保護者の負担を軽減できた。

受給者数（4月～9月分）
　8,775人

助成額
①私立幼稚園等就園奨励費補助金（国の補助
対象事業）
所得状況による（最大で年額308,000円）

②私立幼稚園等園児保護者補助金（都・市の
補助対象事業）
所得状況による（最大で月額11,400円）

Ｓ

本補助事業は、令和元年１０月より施設等利
用給付に制度移行しているため、４月から９
月までの実績を算定している。

本補助は、引き続き他市と比較しても高い水
準で補助を実施しており、全ての受給対象者
に対し補助を行っている。

3

保育室等保護者助
成

保育課 3歳以下
の子ど
もの保
護者

市内に住み、認証保育所、認定こ
ども園、保育室や家庭福祉員に３
歳以下の子どもを預けている保護
者の負担軽減を図るため助成を行
う。また、適正な助成金の額につ
いて検討する。

継続 受給者数 受給者数
認証保育所　2,549人／年
保育室　268人／年
家庭福祉員　167人／年
合計　2,984人／年

助成額
月額20,000円～40,000円

Ｓ

平成29年度から補助金額を月額20,000円～
40,000円と大幅に増額しており、引き続き平
成30年度においても他市と比べて高い水準で
補助を行っている。また、受給者数も前年度
に比べて増えている。

受給者数（4月～9月分）
　認証保育所　972人
　保育室　136人
　家庭福祉員　70人
　合計　1,178人

助成額
月額20,000円～40,000円

Ｓ

本補助事業は、令和元年１０月より施設等利
用給付に制度移行しているため、４月から９
月までの実績を算定している。

本補助は、引き続き他市と比較しても高い水
準で補助を実施しており、全ての受給対象者
に対し補助を行っている。

4

小金井市修学援助
（奨学資金）

庶務課 高校
生、大
学生な
ど

成績優秀であるにもかかわらず、
経済的理由により修学が困難な高
校生・大学生などに、修学上必要
な学資金を援助する。

継続（奨学
資金運営委
員会にて順
次見直し）

受給者数
受給率

受給者数・高校生等35人・大学生等3人
受給率：高校生等100％（33人の応募に対
し、1人が支給直前に辞退し、1人が10月末で
市外転出したため、11月まで32人に支給し、
11月から31人に支給）大学生等20％（14人の
応募に対し3人に支給）

給付額
高校生及び高等専門学校生1～3年生
月額5,300円
大学生及び高等専門学校生4・5年生
月額12,200円

Ｂ

事業目標はある程度達成している。その他の
状況も踏まえ、事業として、改善・検討等を
進める必要があるため。

受給者数：高校生等28人、大学生等3人
受給率：高校生等100％、大学生等33％（9人
の応募に対し、3人に支給）

給付額
高校生及び高等専門学校生1～3年生
月額5,300円
大学生及び高等専門学校生4・5年生
月額12,200円

Ｂ

事業目標はある程度達成している。その他の
状況も踏まえ、事業として、改善・検討等を
進める必要があるため。

評価の方
法

担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

令和元年度進捗状況平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　②　母子保健事業を充実します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

乳幼児健康診査
①3～4か月児
健康診査
②6～7か月児
健康診査
③9～10か月児
健康診査
④1歳6か月児
健康診査
⑤3歳児健康診査

健康課 3か月児
～3歳児
と保護
者

乳幼児の健康状態の確認、病気の
早期発見、乳幼児の心身の健やか
な成長と保護者の育児支援を図る
ため、健康診査（身体計測・医師
の診察・相談等）を行う。また、
必要に応じて経過観察健診などを
行う。

継続 受診率
（健康状態
把握率
100％）

（作成中） Ａ

集団健康診査については、受診率は維持して
いる。近年の傾向として健診未受診の多くは
外国籍が多く、案内文書の内容理解が困難、
入出国を繰り返すなど事情があるため個別に
丁寧な対応を行っている。引き続き乳幼児健
康診査の受診率100%となるよう周知・案内を
していく。

①④⑤：毎月各2回集団健診
②③：個別健診
対象者数・受診者数・受診率
①1,050人・1,019人・97.0％
④1,012人・　971人・95.9％
⑤1,034人・　994人・96.2％
対象者数･受診票受理数・受診率
②1,050人・1,040人・99.0％
③1,050人・1,042人・ 99.2％

Ａ

集団健康診査については、令和元年度は新型
コロナウイルス感染症の影響で、一部健診が
中止になったにもかかわらず、受診率は維持
している。近年の傾向として健診未受診の多
くは外国籍が多く、案内文書の内容理解が困
難、入出国を繰り返すなど事情があるため個
別に丁寧な対応を行っている。今年度は、新
型コロナウイルス感染拡大防止のため、これ
まで集団で実施していた健診においても個別
健診を実施し、乳幼児健康診査の受診率100%
となるよう周知・案内をしていく。

2

乳幼児歯科保健指
導

健康課 乳幼児
と保護
者

乳幼児のむし歯予防や、からだ全
体の健康づくりの一環として、歯
科保健指導、フッ化物の塗布など
を行う。

継続
3歳児健康
診査時のむ
し歯のない
者の割合を
90％以上に
する

むし歯のな
い者の割合

①むし歯予防教室：40回、189人実施
②歯科健康診査：40回、876人実施
③歯科予防処置：70回、610人実施
3歳児健診時むし歯のない児の割合＝92.86％ Ａ

3歳児健診時のむし歯のない児の割合　が
90％を超えた水準で維持されている。今後も
この水準を維持するため、乳幼児歯科健診で
の啓発を継続していく。

①むし歯予防教室：37回、163人実施
②歯科健康診査：37回、673人実施
③歯科予防処置：64回、480人実施
3歳児健診時むし歯のない児の割合＝92.86％ Ａ

3歳児健診時のむし歯のない児の割合が90％
を超えた水準で維持されている。今後もこの
水準を維持するため、乳幼児歯科健診での啓
発を継続していく。

健康課 健康課／継
続

健康課／参
加人数

両親学級
平日2日コース：年4回、受講者延人数190人
土曜2日コース：年6回、受講者延人数660人

Ａ

前年度に比べ、受講者延人数は30人増加。
平成30年度より、平日コースを3日間から2日
間に変更したことにより、平日コースに参加
しやすくなり、受講者が増加した。
今後も両親で参加しやすい環境を整え、家庭
において、共に子育てに関わっていけるよう
支援する。

両親学級
平日2日コース：年4回、受講者延人数120人
土曜2日コース：年5回、受講者延人数481人

Ａ

平成30年度より、平日コースを3日間から2日
間に変更したことにより、平日コースに参加
しやすなっている。新型コロナウイルス感染
症の影響で事業を一部中止しているが、今後
も両親で参加しやすい環境を整え、家庭にお
いて、共に子育てに関わっていけるよう支援
する。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／参加人
数

子育て支援課／育児科
エンジェル教室（2日コース）：年11回、受
講者延人数　423人
※８月は悪天候のため月１回実施
カルガモ教室（3日コース）：年4回、受講者
延人数　133人

Ｂ

参加者は微減となった。
子育て中の親にとっては最初の親子教室とな
ることが多く、必要な知識のみならず親同士
の交流や仲間づくりにもつながり、参加満足
度は高い事業である。引き続き、周知方法な
ど検討する。

子育て支援課／育児科
エンジェル教室（2日コース）：年12回、受
講者延人数　361人
※3月は新型コロナ感染症の影響で2回目中
止。
カルガモ教室（3日コース）：年4回、受講者
延人数　129人

Ｂ

参加者は減少となったが、子育て中の親に
とっては最初の親子教室となることが多く、
必要な知識のみならず親同士の交流や仲間づ
くりにもつながり、参加満足度は高い事業で
ある。引き続き、周知方法など検討する。

4

母子保健健康相談
事業
①乳幼児保健相談
②乳幼児健康相談
③出張健康相談

健康課 乳幼児
と保護
者

育児不安の解消を図るため、保健
師等に気軽に相談できる場を確保
し、育児支援を行う。

継続 利用者数 ・貫井南センター：年12回、利用延数217件
・東センター：年12回、利用延数355件
・保健センター：45回実施、利用延数1,189
件
・婦人会館：12回実施、利用延数478件
・前原暫定集会施設：8回実施、利用延数112
件

Ｂ

全実施場所の利用状況を分析した結果、小金
井市の特性でもある「坂道」を登らなくても
いくことができる会場を２か所新設した。新
設に伴う必要な予算は事業全体を見直すこと
で捻出した。毎月の実施はむずかしい会場も
あるので周知方法についても工夫が必要。

・貫井南センター：年9回、利用延数112件
・東センター：年11回、利用延416件
・保健センター：18回実施、利用延数632件
・婦人会館：7回実施、利用延数264件
・前原暫定集会施設：6回実施、利用延数118
件
・桜町上水会館：7回実施、利用延数114件
・丸山台集会施設：5回実施、利用延数41件

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響で、年度末
の相談が中止となっているにもかかわらず、
平成３０年度に新設した会場等において、利
用延数が増加となった。一方で、毎月の実施
はむずかしい会場もあり、周知方法について
も工夫が必要。

5

予防接種事業 健康課 子ども
と保護
者

各種予防接種に関する正しい知識
の普及・啓発に努めるとともに、
感染性の病気の発生やまん延を防
ぐため、法令に基づき定期予防接
種を行う。

継続 接種率

（作成中）
（作成
中）

（作成中） （作成中）
（作成
中）

（作成中）

6

栄養個別相談・
栄養集団指導

健康課 子ども
と保護
者

離乳食やアレルギー食、食生活等
の子どもの成長に関する食の悩み
について、栄養士との相談の場を
提供する。また、食に興味を持
ち、つくる楽しさ、食べる楽しさ
を意識してもらうため、親子で作
れる料理の紹介をする。

継続 個別相談：
利用者数

栄養個別相談利用者延数：1,029人
栄養集団指導参加者延数：3,037人
（健診時の個別相談・集団指導等含む）

Ｂ

栄養集団指導や健診時の集団指導の時間も含
め、栄養・食育についての情報提供を行って
いる。
個別相談については、離乳食、小食、偏食、
食物アレルギー等の食に関する個別具体の相
談に対応している。今後も継続し、取り組ん
でいく。

栄養個別相談利用者延数：851人
栄養集団指導参加者延数：2,527人
（健診時の個別相談・集団指導等含む）

Ｂ

栄養集団指導や健診時の集団指導の時間も含
め、栄養・食育についての情報提供を行って
いる。
個別相談については、離乳食、小食、偏食、
食物アレルギー等の食に関する個別具体の相
談に対応している。今後も継続し、取り組ん
でいく。

評価の方
法

令和元年度進捗状況

3

両親学級 妊婦と
パート
ナー、
乳幼児
と保護
者

妊娠、出産、育児などに関し、必
要な知識の普及や情報の提供、さ
らに親同士の交流や仲間づくりな
ど支援を行うため、妊婦とその
パートナーを対象とした教室・乳
幼児と保護者を対象とした教室を
開催する。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

健康課 健康課／継
続

健康課／
①マタニティクッキング 4回・42人
②離乳食教室（２回食） 12回・136人
③離乳食教室（３回食） 12回・173人
④乳幼児食育メール 月１回以上配信・763人
⑤こどもクッキング 4回・63人
⑥栄養講習会（親子クッキング教室） １
回・20人

Ｂ

離乳食教室、マタニティクッキングは、予約
数は多いが、直前キャンセルも多かった。ま
たマタニティクッキングは、平日でもパート
ナーと参加してくださる方が増えた。
乳幼児食育メールについては、登録数が回復
しつつあるため、更なる周知に努めていく。

健康課／
①マタニティクッキング 3回・23人
②離乳食教室（２回食） 11回・126人
③離乳食教室（３回食） 11回・143人
④乳幼児食育メール 月１回以上配信・979人
⑤こどもクッキング 3回・49人
⑥栄養講習会（親子クッキング教室） １
回・15人

Ｂ

離乳食教室、マタニティクッキングは、予約
数は多いが、直前キャンセルも多かった。ま
たマタニティクッキングは、平日でもパート
ナーと参加してくださる方が増えた。
乳幼児食育メールについては、登録数が回復
しつつあるため、更なる周知に努めていく。

保育課 保育課／継
続

保育課／
【公立保育園】
年間指導計画の作成、野菜の栽培・収穫、調
理体験、給食に季節や旬の食材を使用する等
の取組を行った。また、栄養相談や給食試食
会を実施した。

【民間保育園】
野菜の栽培・収穫、調理体験、市内農家産の
野菜の使用、給食だよりによる啓発、食育イ
ベントなど、様々な取組を各園において行っ
ている。
※民間保育園については、回答を得た17園の
内容について記載。

Ａ

前年同様、各園において乳幼児期における食
育に取り組むことができたほか、栄養士によ
る子育て相談や給食試食会、保護者と市民向
けにレシピを配布する等の地域支援事業も実
施できた。

保育課／
【公立保育園】
年間指導計画の作成、野菜の栽培・収穫、調
理体験、給食に季節や旬の食材を使用する等
の取組を行った。また、栄養相談や給食試食
会を実施した。

【民間保育園】
野菜の栽培・収穫、調理体験、市内農家産の
野菜の使用、給食だよりによる啓発、食育イ
ベントなど、様々な取組を各園において行っ
ている。
※民間保育園については、回答を得た園の内
容について記載。

Ａ

前年同様、各園において乳幼児期における食
育に取り組むことができたほか、栄養士によ
る子育て相談や給食試食会、保護者と市民向
けにレシピを配布する等の地域支援事業も実
施できた。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年課／
食事や栄養をテーマにした子育て相談会参加
人数376人
乳幼児食事会参加人数1,937人
料理教室参加人数4,119人

Ａ

乳幼児、小学生、中高生と、それぞれの世代
ごとに事業を実施し、食育の充実に取り組ん
だ。

児童青少年課／
食事や栄養をテーマにした子育て相談会参加
人数385人
乳幼児食事会参加人数1,828人
料理教室参加人数3,891人

Ａ

乳幼児、小学生、中高生と、それぞれの世代
ごとに事業を実施し、食育の充実に取り組ん
だ。

指導室 指導室／継
続

食育をどのように取り組んでいくかを学校の
実態に応じて考えさせ、全校が年間指導計画
を作成した。

Ａ

地場野菜を取り入れた給食を進めたり、栄養
教諭や栄養士を講師とした家庭科授業を充実
したりするなどの取り組みが充実した。

食育をどのように取り組んでいくかを学校の
実態に応じて考えさせ、全校が年間指導計画
を作成した。

Ａ

地場野菜を取り入れた給食を進めたり、栄養
教諭や栄養士を講師とした家庭科授業を充実
したりするなどの取り組みが充実した。

学務課 学務課／継
続

学務課／
①地場野菜を献立に取り入れた給食を全校で
実施。また地場野菜を教材として授業を実施
し知識を深めた。また生活科、家庭科等の授
業とも連動し食材の栄養価やバランスの良い
献立等について学習し実際の献立に反映させ
るなどの工夫を行った。
②給食だよりで栄養価や望ましい食生活等に
ついて周知し児童、生徒への啓発を行った。
③保護者向けリーフレットを配布した。

Ａ

学校給食を生きた教材として、食に関する年
間指導計画に基づき、各学校で食育を実践し
ている。

学務課／
①地場野菜を献立に取り入れた給食を全校で
実施。また地場野菜を教材として授業を実施
し知識を深めた。また生活科、家庭科等の授
業とも連動し食材の栄養価やバランスの良い
献立等について学習し実際の献立に反映させ
るなどの工夫を行った。
②給食だよりで栄養価や望ましい食生活等に
ついて周知し児童、生徒への啓発を行った。
③保護者向けリーフレットを配布した。

Ａ

学校給食を生きた教材として、食に関する年
間指導計画に基づき、各学校で食育を実践し
ている。

8

小児医療の充実 健康課 子ども
と保護
者

小児救急医療を確保し、充実を図
る。また、休日準夜間診療の体制
を維持する。

継続 受診者数 小金井市民の武蔵野赤十字病院小児科受診患
者延数７４７人

Ｂ

昨年度に引き続き、３６５日２４時間の小児
救急体制を確保し、市民へ安定した医療を提
供することができた。
受診患者数は、前年度より減少しているが、
特に休日・夜間の小児救急医療体制の維持は
市民の健康にとって重要であるため、今後も
体制確保に努める。

小金井市民の武蔵野赤十字病院小児科受診患
者延数７０７人

Ｂ

昨年度に引き続き、３６５日２４時間の小児
救急体制を確保し、市民へ安定した医療を提
供することができた。
受診患者数は、前年度より減少しているが、
特に休日・夜間の小児救急医療体制の維持は
市民の健康にとって重要であるため、今後も
体制確保に努める。

9

子育て中の保護者
グループ相談

子育て支
援課

子ども
と保護
者

育児に強い不安や困難を感じている保護者
を対象に、子育てや自分についての思いを
話したり、必要な情報や支援を見つける場
を関係機関と連携し、提供する。また、育
児に関する日ごろの悩み相談や市内情報の
交換を必要とする保護者の継続支援を行
う。

継続 開催回数
参加人数

育児不安親支援事業ひだまり：年12回、参加
者　15名
お母さんグループ：年20回、参加者　127名

Ｂ

育児に悩みを持つ親を対象に、継続的なグ
ループワークを行うことで、心の安定を図
り、育児不安を取り除く効果を高めている事
業であるが、利用人数が少ない事業もあり、
新規利用者の定着化が引き続きの課題であ
る。
関係機関との連携の中で、事業を紹介し、利
用者の確保を積極的に行っていく。

育児不安親支援事業ひだまり：年12回、参加
者　29名
お母さんグループ：年19回、参加者　107名
※新型コロナ感染症の影響で1回分中止。 Ｂ

育児に悩みを持つ親を対象に、継続的なグ
ループワークを行うことで、心の安定を図
り、育児不安を取り除く効果を高めている事
業であり、昨年に比べ利用者の定着が見られ
た。引き続き、新規利用者の定着を図ってい
く。関係機関との連携の中で、事業を紹介
し、利用者の確保を積極的に行っていく。

10

育児に困難を持つ
家庭への支援

健康課 子ども
と保護
者

未熟児、多胎児、病気を持つ子ど
もと保護者が、よりよい情報や手
段が得られることで、育児の困難
さを軽減できるように、家庭訪問
などの継続的な個別相談や、親子
同士が交流できる場を提供する。

継続 訪問数
支援件数

未熟児及び多胎児等に対する新生児訪問実数
14件　乳児（新生児・未熟児を除く）・幼児
に対する保健師による訪問実数40件　個別継
続支援延べ数448件 Ａ

養育医療の申請・認定については、昨年に引
き続き、乳幼児医療費助成との手続きを簡略
化するとともに、自己負担額のうち、乳幼児
医療費助成対象外についても公費負担とする
など市民サービスを提供している。
また、30年度においても個別支援検討会議等
で関係機関との連携を図り、ケース対応に努
めている。

未熟児及び多胎児等に対する新生児訪問実数
12件　乳児（新生児・未熟児を除く）・幼児
に対する保健師による訪問実数24件　個別継
続支援延べ数（集計中） Ａ

養育医療の申請・認定については、昨年に引
き続き、乳幼児医療費助成との手続きを簡略
化するとともに、自己負担額のうち、乳幼児
医療費助成対象外についても公費負担とする
など市民サービスを提供している。また、令
和元年度においても個別支援検討会議等で関
係機関との連携を図り、ケース対応に努めて
いる。

11

薬物乱用防止の普
及啓発

健康課 市民 地域の関係機関との連携や支援に
より、思春期の子どもに対する啓
発を行う。

継続 実施内容 東京都薬物乱用防止小金井地区推進協議会が
行う啓発事業（市民まつりでの中学生ボラン
ティアによる薬物乱用防止啓発イベント、市
内中学生に対する薬物乱用防止ポスター・標
語の募集等）を支援し、知識の普及、啓発を
図った。
市民まつり中学生ボランティア25人
ポスター応募223点
標語応募1,634点

Ａ

昨年度に引続き、啓発事業の支援に努めた。
平成３０年度は、都の薬物乱用防止啓発事業
に熱心に取り組んだ学校「薬物乱用防止活動
率先校」に、標語の部では、小金井第一中学
校、小金井第二中学校、東中学校が、ポス
ターの部では、中央大学附属中学校が選出、
表彰された。
今後も、より多くの中学生に対し、イベント
やポスター・標語の募集を通して知識の普
及、啓発を行っていく。

東京都薬物乱用防止小金井地区推進協議会が
行う啓発事業（市民まつりでの中学生ボラン
ティアによる薬物乱用防止啓発イベント、市
内中学生に対する薬物乱用防止ポスター・標
語の募集等）を支援し、知識の普及、啓発を
図った。
市民まつり中学生ボランティア32人
ポスター応募267点
標語応募1,441点

Ａ

昨年度に引続き、啓発事業の支援に努めた。
令和元年度は、都の薬物乱用防止啓発事業に
熱心に取り組んだ学校「薬物乱用防止活動率
先校」に、標語の部では、小金井第一中学
校、小金井第二中学校、東中学校が、ポス
ターの部では、中央大学附属中学校が選出、
表彰された。
今後も、より多くの中学生に対し、イベント
やポスター・標語の募集を通して知識の普
及、啓発を行っていく。

7

子どもへの食育の
推進

子ども
と保護
者

子どもの発達段階に応じた食に関
する情報提供など、地域、学校、
子ども関係機関、事業者など、幅
広い分野において食育に関する取
組を行う。また、食育推進会議や
食育推進検討委員会を開催し、事
業の円滑な推進を実施する。

参加人数
活動内容

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　③　子育ちや子育てに関する相談、情報提供、学習機会を充実させ、支援を強めます

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

子育て情報の提供 子育て支
援課

保護者 市報やホームページの活用、子育
てサークルや保育所、幼稚園など
の施設状況や各種情報等を掲載し
た冊子を発行し、子育て情報の提
供を行う。

継続 市報、ＨＰ
の掲載内
容、情報誌
の発行状況

子育て支援情報として、ホームページに各種
手当、医療費助成、一時保育、子どもショー
トステイ、育児支援ヘルパー、子ども家庭支
援センターで行う育児講座・教室などを随時
掲載した。市報にも適宜、情報掲載をした。
また、子育てに関する総合冊子「小金井市み
んなで子育て応援ブック　のびのびこがね
いっ子」を平成３０年５月に発行し、7,000
冊を配布した。

Ａ

ホームページや市報に各種手当、医療費助
成、一時保育、子どもショートステイ、育児
支援ヘルパー、子ども家庭支援センターで行
う育児講座・教室などを随時掲載し、子育て
支援情報として提供をした。制度改正時に
は、その他個別の通知や掲示板を利用した広
報等を行っている。
「小金井市みんなで子育て応援ブック　のび
のびこがねいっ子」については、平成２９年
度のリニューアル以降、好評である。今後も
継続的に発行し、必要な人に必要な情報が行
き渡るようにしたい。

子育て支援情報として、ホームページに各種
手当、医療費助成、一時保育、子どもショー
トステイ、育児支援ヘルパー、子ども家庭支
援センターで行う育児講座・教室などを随時
掲載した。市報にも適宜、情報掲載をした。
また、子育てに関する総合冊子「小金井市み
んなで子育て応援ブック　のびのびこがね
いっ子」を令和元年５月に発行し、7,000冊
を配布した。

Ａ

ホームページや市報に各種手当、医療費助
成、一時保育、子どもショートステイ、育児
支援ヘルパー、子ども家庭支援センターで行
う育児講座・教室などを随時掲載し、子育て
支援情報として提供をした。制度改正時に
は、その他個別の通知や掲示板を利用した広
報等を行っている。
「小金井市みんなで子育て応援ブック　のび
のびこがねいっ子」については、平成２９年
度のリニューアル以降、好評である。今後も
継続的に発行し、必要な人に必要な情報が行
き渡るようにしたい。

2

子ども家庭支援セ
ンター（ゆりか
ご）事業

子育て支
援課

子ども
と保護
者

親子が自由に遊ぶ場を提供し、職
員が支援をすることにより親子の
交流を促進する。子育てに関わる
情報の提供や情報交換を行う活動
の拠点、母親の自主活動を支援し
子育てグループの指導者育成、ボ
ランティア活動に関する情報収集
や情報提供などを行う。

親子の交流
と仲間作り
支援

利用人数
ボランティ
ア登録数
ホームペー
ジアクセス
数

親子遊びひろば利用者数24,241人
子ども家庭支援センター（ゆりかご）ホーム
ページアクセス数　65,262件
ボランティア登録数 103人 Ａ

利用人数、ボランティア登録数、ホームペー
ジアクセス数のいずれも前年度に比べ増加し
ている。
また、今年度は市内の児童館・学童保育所で
実施しているひろば特集を市報に掲載し、ひ
ろばの利用を促した。
今後も利用者や運営協議会の意見を聞きなが
ら広報・プログラムの工夫を図る。

親子遊びひろば利用者数19,566人
子ども家庭支援センター（ゆりかご）ホーム
ページアクセス数　57,730件
ボランティア登録数 109人 Ａ

新型コロナ感染症の影響でイベントや教室を
中止したこともあり、利用者人数が減少して
いる。ボランティア登録数は微増している。
前年度に引き続き、市内の児童館・学童保育
所で実施しているひろば特集を市報に掲載
し、ひろばの利用を促した。
今後も利用者や運営協議会の意見を聞きなが
ら広報・プログラムの工夫を図る。

保育課 保育課／継
続

保育課／相
談件数

保育課/相談件数609件（公立）
園庭開放は週2～5回程度実施（公立全園、民
間5～6園）
園行事は各園で毎月実施

Ａ

幅広い内容の相談を受け付けている。
園庭開放及び園行事については、市報で毎号
周知するとともに、ＨＰにも掲載している。

保育課/相談件数508件（公立）
園庭開放は週2～5回程度実施（公立全園、民
間10園程度）
園行事は各園で毎月実施

Ａ

幅広い内容の相談を受け付けている。
園庭開放及び園行事については、市報で毎号
周知するとともに、ＨＰにも掲載している。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続・
実施

児童青少年
課／実施回
数、参加者
数

児童青少年課／学童保育所を利用した子育て
ひろば事業（学童ひろば）
実施回数591回（延べ8,099人参加） Ａ

前年度から引続き、実施施設5施設、開設回
数週3回で実施した。地域の子育て施設とし
て定着しているが、件数が前年より減少した
ため。

児童青少年課／学童保育所を利用した子育て
ひろば事業（学童ひろば）
実施回数537回（延べ6,452人参加） Ａ

前年度から引続き、実施施設5施設、開設回
数週3回で実施した。地域の子育て施設とし
て定着している。

4

子育て総合相談 子育て支
援課

子ども
と保護
者

子ども家庭支援センターを窓口と
した、子どもや子育てに関する総
合相談、情報提供。特別支援教育
と連携し、発達障害支援や子育て
支援ネットワークづくりに繋げ
る。

継続・検討 相談件数 相談件数件3,087件

Ａ

H30年度のニーズ調査によると子ども家庭支
援センターの各種相談における満足度は、約
85％が満足したと回答している。
相談件数は前年度から大きな伸びはないが、
育児に関する相談件数は増加している。今後
も身近な相談機関として、関係機関と連携を
図りながら、子どもと子育て家庭の支援を
行っていく。

相談件数件3,642件

Ａ

相談件数は前年度から増加している。令和元
年10月から児童相談所からの案件送致が実施
されたことも要因の一つであるが、子どもに
関する相談窓口として定着してきていると考
えられる。今後も身近な相談機関として、関
係機関と連携を図りながら、子どもと子育て
家庭の支援を行っていく。

評価の方
法

令和元年度進捗状況目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

3

子育て施設の地域
支援事業

子ども
と保護
者

保育所での電話相談や園庭開放、
園行事への参加など地域の子育て
支援を行う。また、学童保育所で
は空き時間を利用して子育てひろ
ば事業を実施する。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

5

民生委員・児童委
員の活動

地域福祉
課

子ども
と保護
者、妊
婦など

子どもや妊産婦、ひとり親家庭な
どの総合相談、利用できる制度や
施設、サービスの紹介。判断、治
療､処遇を必要とする問題について
は、関係機関との連携を図りなが
ら速やかな対応を行う。

継続 活動件数 67名の民生委員・児童委員及び主任児童委員
が地域の方の支援や相談に乗った。
子ども関係相談・支援件数：760件

Ａ

市報やPRイベント及び母子手帳を配付する際
に民生委員・児童委員の連絡先を書いた書類
を入れる等の周知活動を行った。（平成29年
度から市ＨＰでも連絡先を記載）
また、本人や近隣の方からの連絡があった際
に関係機関と連携を図るなど速やかな対応を
行った。

66名の民生委員・児童委員及び主任児童委員
（平成31年4月1日現在）が地域の方の支援や
相談に乗った。
子ども関係相談・支援件数：692件 Ａ

市報やPRイベント及び母子手帳を配付する際
に民生委員・児童委員の連絡先を書いた書類
を入れる等の周知活動を行った。（平成29年
度から市ＨＰでも連絡先を記載）
また、本人や近隣の方からの連絡があった際
に関係機関と連携を図るなど速やかな対応を
行った。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援課／子ども家庭支援センターの子
育て相談で子どもからの相談を受付
小学生以上の相談実件数 231件（前年度から
の継続者も含む） Ｂ

子どもからの相談を直接受けることは少ない
が、家族や関係機関からの相談の中で、子ど
もと直接話す機会が増えつつある。
学校訪問時に周知グッズを持参し、案内に活
用いただいているが、全体の周知について
は、引き続きの検討課題。

子育て支援課／子ども家庭支援センターの子
育て相談で子どもからの相談を受付
小学生以上の相談実件数 312件（前年度から
の継続者も含む） Ｂ

学齢期以降の子どもたちへの周知方法は、引
き続き課題としてあるが、大人からの相談を
通して、子どもと接する機会を増やすよう努
力している。実際に継続相談の中で子どもと
も話をすることが増えている。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

東児童館で専門相談員による思春期相談を実
施
思春期相談件数19件/12回

Ａ

事業の広報・周知等、利用しやすい窓口とし
て児童館での広報の媒体を増やす改善を継続
し、年12回開催した。専門相談員のコマの件
数は年間最大36コマ/12回だが、平成25年度
以降、22.24.24.22.22とほぼ22件前後で推移
しており、コマ数に余裕はあるものの事業自
体は一定のニーズを満たしていると判断し
た。

東児童館で専門相談員による思春期相談を実
施
思春期相談件数21件/12回

Ａ

事業の広報・周知等、利用しやすい窓口とし
て児童館での広報の媒体を増やす改善を継続
し、年12回開催した。専門相談員のコマの件
数は年間最大36コマ/12回だが、平成25年度
以降、22.24.24.22.22とほぼ22件前後で推移
しており、コマ数に余裕はあるものの事業自
体は一定のニーズを満たしていると判断し
た。

指導室 指導室／継
続

・小中学校にスクールカウンセラーを配置。
相談回数11,228回。
・小中学校にスクールソーシャルワーカーを
配置。支援件数86件、訪問回数737回。
・教育相談所で1,390件の相談に対応した。

Ｂ

教育相談所、スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカーと連携を図りながら、
児童・生徒の状況に応じた支援策をとってい
る。

・小中学校にスクールカウンセラーを配置。
相談回数15,245回。
・小中学校にスクールソーシャルワーカーを
配置。支援件数109件、訪問回数596回。
・教育相談所で1,342件の相談に対応した。

Ｂ

教育相談所、スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカーが連携を図りながら、
児童・生徒の状況に応じた支援を行ってい
る。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／利用人
数

子育て支援課／子ども家庭支援センター(ゆ
りかご)事業利用人数24,241人
お楽しみの時間、お父さんのあつまり等実
施。H30年度からひろば事業として、お誕生
会、ようこそ！ゆりかごを実施。
ひろば内での交流を図るために、なるべく職
員がひろばに出られるよう対応した。

Ａ

利用人数増となった。
みんなで誕生を祝う事業や初めての利用者向
け事業を新たに開始し、利用促進に努めた。
ひろば遊びを通し、親子のふれあい、親同
士・子ども同士の交流のきっかけづくりを引
き続き促していく。

子育て支援課／子ども家庭支援センター(ゆ
りかご)事業利用人数19,566人
お楽しみの時間、お父さんのあつまり等実
施。
ひろば内での交流を図るために、なるべく職
員がひろばに出られるよう対応した。

Ａ

利用人数は新型コロナ感染症の影響もあり減
少している。イベントや教室が実施されな
かったのは影響があったと思う。
ひろば遊びを通し、親子のふれあい、親同
士・子ども同士の交流のきっかけづくりを引
き続き促していく。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／実施回
数・参加者
数

児童青少年課／
幼児グループ実施回数277回（9,302人参加）

Ａ

事業内容等については、随時、参加者の意見
を取り入れながら検討の上実施できた。しか
し、前年に比べると、参加者が減少してい
る。幼児グループを構成する3～5歳児の年代
の親子は、プレ幼稚園や保育園を利用する世
帯の増により利用者数自体が減少傾向であ
り、その影響と考えている。

児童青少年課／
幼児グループ実施回数291回（7,673人参加）

Ａ

事業内容等については、随時、参加者の意見
を取り入れながら検討の上実施できた。しか
し、前年に比べると、参加者が減少してい
る。幼児グループを構成する3～5歳児の年代
の親子は、プレ幼稚園や保育園を利用する世
帯の増により利用者数自体が減少傾向であ
り、その影響と考えている。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援課／
0歳の集まり：参加者142人、1歳児の親のグ
ループワーク：年20回144人、助産師ミニ講
座：年6回52人、父親講座：年1回13人、ママ
さんティーチャーミニ講座：年2回19人、赤
ちゃんのあつまり：年2回25人、食育講座：
年2回10人、消防署の防災の話：年2回42人、
ゆりかごcafé：年11回159人
H30年度新規講座として、「みんなでゆりか
ご」を実施(年1回66人)

Ａ

多岐に渡る子育て関係講座を実施している。
プレママ・パパに加え初孫を迎える祖父母も
対象とした講座を新たに開始した。
講座によって多少の増減はあるが、子育ての
色々を学べる大事な機会であるため、引き続
き、内容を検討しつつ継続していく。

子育て支援課／
0歳の集まり：参加者135人、1歳児の親のグ
ループワーク：年20回148人、助産師ミニ講
座：年5回38人、父親講座：年1回6人、ママ
さんティーチャーミニ講座：年2回20人、赤
ちゃんのあつまり：年2回29人、食育講座：
年1回5人、消防署の防災の話：年1回18人、
ゆりかごcafé：年9回81人、みんなでゆりか
ご：年1回69人、令和元年度新規講座とし
て、「母親講座ふたりめちゃんがやってき
た」を実施（年1回14人）

Ａ

多岐に渡る子育て関係講座を実施している。
昨年度からプレママ・パパに加え初孫を迎え
る祖父母も対象とした講座を新たに開始し、
好評である。今年度は、母親講座として、
「ふたりめちゃんがやってきた」をテーマに
開催し、多くの申込をいただいた。子育ての
色々を学べる大事な機会であるため、引き続
き、内容を検討しつつ継続していく。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

乳幼児活動（子育てひろば事業）において実
施
乳幼児講座・おはなし会・子育て相談会等
221回（6,583人参加）

Ｓ

前年度に比べ、回数を増やした結果、参加者
数も増加した。
本事業は、子育てひろば事業の中の利用者の
ニーズに合わせて毎年内容を検討のうえ実施
しており、現在の水準を維持する。

乳幼児活動（子育てひろば事業）において実
施
乳幼児講座・おはなし会・子育て相談会等
220回（6,389人参加）

Ａ

前年度に比べ、回数はほぼ同数だが参加者数
減少。
本事業は、子育てひろば事業の中の利用者の
ニーズに合わせて毎年内容を検討のうえ実施
しており、現在の水準を維持する。

生涯学習
課

生涯学習課
／継続

生涯学習課／
思春期子育て講座　市立小中学校14校で1回
ずつ合計14回実施、514人参加
家庭教育学級　市立各小中学校全14校で1回
ずつ合計14回実施、2,782人参加

Ｂ

・思春期子育て講座　思春期の子を持つ親が
共通の課題をテーマに家庭や地域において子
ども達に適切な指導、教育が行われるように
学習機会の提供をする事業である。

・家庭教育学級　家庭と学校・地域が密接な
連携を保ちつつ、児童生徒のより良い教育環
境づくりと人間性豊かな子ども達の育成を図
るために、保護者と子どもが共に学習するた
めの場を設け、家庭内教育が向上することを
目的とする事業である。参加者からは好評を
得ており、ほぼ事業目標を達成している。

両事業とも事業目標を達成していると考える
が、思春期子育て講座の参加者が減少してい
ることから、Ｂ評価とした。

生涯学習課／
思春期子育て講座　市立小中学校13校で実
施、475人参加
家庭教育学級　市立小中学校12校で実施、
2,398人参加

Ｂ

・思春期子育て講座　思春期の子を持つ親が
共通の課題をテーマに家庭や地域において子
ども達に適切な指導、教育が行われるように
学習機会の提供をする事業である。

・家庭教育学級　家庭と学校・地域が密接な
連携を保ちつつ、児童生徒のより良い教育環
境づくりと人間性豊かな子ども達の育成を図
るために、保護者と子どもが共に学習するた
めの場を設け、家庭内教育が向上することを
目的とする事業である。参加者からは好評を
得ており、ほぼ事業目標を達成している。

新型コロナウイルス等で開催できなかった学
校もあり、Ｂ評価とした。

利用人数
参加人数

7

子育ての仲間づく
り事業

就学前
の子ど
もと保
護者

孤立化を防ぎ、仲間づくりを促進
するため、親子のふれあい、親同
士、子ども同士の交流を促進す
る。

8

子育て講座の開催 子ども
と保護
者、妊
婦と
パート
ナー

妊娠、出産、育児などに関する知
識の普及や情報提供、親同士の交
流や仲間づくりなどを行う。

6

思春期相談 子ども 思春期の子どもからの相談に応
じ、関係機関と連携を取りながら
支援へつなげていく。

相談件数

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２

　④　子育てしやすい職場環境を目指して、情報提供と支援に取り組みます

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

雇用・再就職にか
かわる支援事業の
広報

経済課 市民 子育てをしながら早期の就職を希
望する方に、関係機関の作成する
パンフレットなどの配布に務め
る。また、「こがねい仕事ネッ
ト」を通じ市内の求人と就労に関
する情報提供をする。

継続 実施内容 窓口における雇用・再就職に関するチラシ等
の掲出。

随時更新されるハローワーク立川の求職情報
紙等を窓口等へ配架。

庁内関係部署への情報提供。

「こがねい仕事ネット」を活用した就職情報
等の提供。

「こがねい仕事ネット」チラシを配布。

Ａ

窓口等において、各就労支援関係機関が実施
する再就職を支援するための技術技能講習会
やセミナー等の案内を行い、関係機関の作成
するパンフレットなどの配布を行い、広報に
努めた。

ハローワーク立川や庁内関係部署との連携を
深め、情報を共有することができた。

「こがねい仕事ネット」を活用し、わかりや
すく求人や就労に関する情報の提供をするこ
とができた（アクセス数はPC版33,511件、携
帯版7,879件）。

窓口における雇用・再就職に関するチラシ等
の掲出。

随時更新されるハローワーク立川の求職情報
紙等を窓口等へ配架。

庁内関係部署への情報提供。

「こがねい仕事ネット」を活用した就職情報
等の提供。

「こがねい仕事ネット」チラシを配布。

Ａ

窓口等において、各就労支援関係機関が実施
する再就職を支援するための技術技能講習会
やセミナー等の案内を行い、関係機関の作成
するパンフレットなどの配布を行い、広報に
努めた。

ハローワーク立川や庁内関係部署との連携を
深め、情報を共有することができた。

「こがねい仕事ネット」を活用し、わかりや
すく求人や就労に関する情報の提供をするこ
とができた（アクセス数はPC版25,728件、携
帯版6,758件）。

2

再就職の支援 経済課 市民 子育てなどで仕事をやめた男女の
再就職支援をするための各種技術
技能講習会、心の相談、就労相談
など専門カウンセラーのいる関係
機関の紹介、セミナーの案内等を
行い、年2回都との共催により労働
講座を開催し、各種労働情報等関
係機関の作成するパンフレットな
どの配布に務める。また「こがね
い仕事ネット」を通じ市内の求人
と就労に関する情報の提供をす
る。

継続 実施内容 ハローワーク立川と共催にて就職相談会を実
施。

東京都が編集する「ポケット労働法」300部
を印刷し希望者に配布。

「こがねい仕事ネット」では、引き続き求人
情報や就労に関するセミナー、就職面接会等
の情報提供をわかりやすく行った。

Ａ

ハローワーク立川との共催による就職相談会
では、ミニ面接会を同時開催した。２回目の
相談会にマザーズハローワーク（仕事と子育
ての両立を目指している方向けのハローワー
ク）の相談員を配置し、面接会に仕事と子育
ての両立に理解のある事業所の求人を入れ、
子育てなどで仕事をやめた方の再就職を支援
した。相談会は１回目２２人、２回目１９
人、面接会は１回目１５人、２回目８人の参
加があった。

東京都編集のポケット労働法を配布すること
により、基礎的な労働に関する法律を周知す
ることができた。

ハローワーク立川と共催にて就職相談会を実
施。

東京都が編集する「ポケット労働法」300部
を印刷し希望者に配布。

「こがねい仕事ネット」では、引き続き求人
情報や就労に関するセミナー、就職面接会等
の情報提供をわかりやすく行った。

Ａ

ハローワーク立川との共催による就職相談
会・ミニ面接会を開催した。引き続き、面接
会に仕事と子育ての両立に理解のある事業所
の求人を入れ、子育てなどで仕事をやめた方
の再就職を支援した。相談会は１回目２９
人、２回目３６人、面接会は１回目２０人、
２回目４人の参加があった。

東京都編集のポケット労働法を配布すること
により、基礎的な労働に関する法律を周知す
ることができた。

　目標４　子育ち、子育てに困難を抱える家庭を支援します
　①　ひとり親家庭を支援します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

ひとり親家庭への
ホームヘルプサー
ビス派遣

子育て支
援課

ひとり
親家庭

義務教育修了前の子どもがいるひ
とり親家庭で、家事または育児な
どの日常生活に支障がある場合、
ホームヘルパーを派遣する。

生活の改善
子育ち支援

利用世帯数 5世帯

Ｂ

就労支援相談等の際に案内を行うなど、ホー
ムページ等の一般的な周知方法以外による周
知も行っている。今後も知らずに利用できな
い世帯がないよう、周知を行っていく。
なお、本事業は委託により実施しているが、
委託事業者を2者から3者に増やし、供給体制
の強化を図った。

4世帯

Ｂ

就労支援相談等の際に案内を行うなど、ホー
ムページ等の一般的な周知方法以外による周
知も行っている。今後も知らずに利用できな
い世帯がないよう、周知を行っていく。
なお、本事業は委託により実施しているが、
平成30年度から委託事業者を2者から3者に増
やし、供給体制の強化を図っている。

2

ひとり親家庭の相
談事業

子育て支
援課

ひとり
親家庭

母子・父子自立支援員を配置し、
経済上や生活一般に関する相談や
自立に必要な指導を行う。

母子家庭の
自立
生活の改善

相談件数 5,415件

Ａ

母子・父子自立支援員を1人から3人に増員
し、体制強化を図った。引き続き、相談内容
に応じた適切な機関連携、相談員の研修の参
加等、質の維持、向上を図る。

1,107件

Ａ

平成30年度から母子・父子自立支援員を1人
から3人に増員し、体制強化を図っている。
令和元年度は統計カウント方法の見直しを
行ったことにより前年度減となったが、実質
的な相談件数は大きな違いはない。
引き続き、相談内容に応じた適切な機関連
携、相談員の研修の参加等、質の維持、向上
を図る。

3

母子生活支援施設
への入所支援

子育て支
援課

母子家
庭

児童（18歳未満）の養育が十分に
できない母子家庭に対し、経済的
事情にかかわらず、母子生活支援
施設への入所支援を行う。

生活の改善
子育ち支援

入所世帯数 12世帯

Ａ

母子の自立の促進のため、入所前後の面談と
専門的指導を状況に応じて実施し適切に対応
している。

10世帯

Ａ

母子の自立の促進のため、入所前後の面談と
専門的指導を状況に応じて実施し適切に対応
している。

4

ひとり親家庭を対
象とした自立支援
給付金支給事業

子育て支
援課

ひとり
親家庭

ひとり親家庭の母又は父が就職す
る際に有利な資格の取得を推進す
るため、給付金を支給し経済的負
担の軽減を図る。

母子家庭の
自立
生活の改善

支給件数 母子家庭及び父子家庭自立支援教育訓練給付
金　支給件数3件
母子家庭及び父子家庭高等職業訓練給付金
支給件数3件 Ａ

市報やＨＰへの掲載他、児童扶養手当受給者
への現況届送付へチラシ封入、広報掲示版へ
の掲示、就労支援相談等の支援時に相談者の
ニーズに合わせて案内を行っている。制度を
知らずに利用出来ないことが無いよう、今後
も引続き周知を行う。

母子家庭及び父子家庭高等職業訓練給付金
支給件数4件
高等職業訓練修了支援給付金支給件数1件
高等学校卒業程度認定試験合格支援受講終了
時給付金支給件数1件

Ａ

市報やＨＰへの掲載他、児童扶養手当受給者
への現況届送付へチラシ封入、広報掲示版へ
の掲示、就労支援相談等の支援時に相談者の
ニーズに合わせて案内を行っている。制度を
知らずに利用出来ないことが無いよう、今後
も引続き周知を行う。

5

母子自立支援プロ
グラム策定事業

子育て支
援課

母子家
庭など

児童扶養手当受給者等に対し自
立・就労支援を実施するため、母
子自立支援プログラム策定を行
い、就労を促進する。また、就労
支援セミナーを開催し、母子家庭
の母の就労とキャリアアップに役
立てる。

母子家庭の
自立
生活の改善

プログラム
策定件数
セミナー参
加者数、参
加者アン
ケート

相談件数8件、申込件数6件、就労決定数3件
（パート3人）
就労支援セミナー（1日間開催）参加者数10
人

Ｂ

平成27年4月にマザーズハローワーク立川が
開設され、市を経由することなくハローワー
クを利用する人が増えたことから、母子自立
支援プログラム策定事業の申請者は減少傾向
にある。
就労支援セミナーについては、受講後の参加
者の反応も概ね良好であったが、母子家庭の
母の参加が少なかったため、今後も実施方法
等について引続き改善していく。

相談件数0件、申込件数0件、就労決定数0件
就労支援セミナー（1日間開催）参加者数18
人

Ｂ

プログラム策定件数については、平成27年4
月にマザーズハローワーク立川が開設され、
市を経由することなくハローワークを利用す
る人が増えたことから、減少傾向にある。令
和元年度の件数は0件となったが、これは就
労支援の迅速化と相談者の負担軽減を図るた
め（本事業の実施要件として、２回以上の面
接と複数の申込書提出が必要となる）、就労
関係の相談があった場合に、迅速にハロー
ワーク等につないだ結果である。なお、相談
内容が就労支援以外にも及ぶ場合は、迅速に
ハローワーク等につなぐこととは別に、ニー
ズに合わせたきめ細やかな相談支援を行って
いる。
就労支援セミナーについては、受講後の参加
者の反応も概ね良好であったが、母子家庭の
母の参加が少なかったため、今後も実施方法
等について引続き改善していく。

平成３０年度進捗状況

令和元年度進捗状況

番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

平成３０年度進捗状況

令和元年度進捗状況

番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　②　障害や特別な配慮が必要な子どもと家庭を支援します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

障がいの早期発見
(乳幼児健康診査)

健康課 子ども 各種の乳幼児健康診査や保健相談
等の中で障害を早期発見し、その
障害にあった適切な支援を行う。

継続 実施回数 経過観察健康診査：
（年12回）延人数67人
発達健康診査：
（年12回）延人数19人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年31回）延人数129人（集団年12回）
延人数84人
3歳児
（個別36回）延人数109人

Ｂ

児童発達支援センターきらりの周知が上昇し
ていることから乳幼児健診受診時において、
すでに相談や通所をしているという市民が増
えている。そのため３０年度から３歳児の集
団（遊びのグループ）については廃止した。
ひきつづき乳幼児健診においては早期発見と
必要な機関等へのご案内は継続する。今後は
ご案内をした機関とその後の支援状況につい
て連携を行い切れ目のない支援を行う。

経過観察健康診査：
（年11回）延人数89人
発達健康診査：
（年11回）延人数11人
心理経過観察健康診査（個別・集団）：
1歳6か月
（個別年29回）延人数120人（集団年12回）
延人数80人
3歳児
（個別33回）延人数96人

Ｂ

乳幼児健診の中で早期発見に努め、必要な機
関（病院・療育施設）等につないでいる。
児童発達支援センターきらりへ相談・通所を
している市民が増えていることから、３０年
度から３歳児の集団（遊びのグループ）につ
いては廃止した。ひきつづき乳幼児健診にお
いては早期発見と必要な機関等へのご案内は
継続する。今後はご案内をした機関とその後
の支援状況について連携を行い切れ目のない
支援を行う。

2

児童育成手当（障
害）

子育て支
援課

障害の
ある20
歳未満
の子ど
もを育
ててい
る保護
者など

障害のある20歳未満の子どものい
る保護者などに手当を支給する。

継続 対象児童数 年3回支給（4カ月分）
障害手当対象児童数44人
障害・育成手当対象児童数10人

Ａ

新規認定は、東京都の基準に基づいて行うこ
ととなるが、他制度と共用できる書類は共用
し、マイナンバー情報連携も積極的に活用す
るなど、申請者の負担軽減に努めた一年だっ
た。受給者利便性向上に係る更なる課題解決
に向け、別に実施したひとり親アンケートの
結果を踏まえつつ、次年度以降に向けた検討
を行ってきた。

年3回支給（4カ月分）
障害手当対象児童数51人
障害・育成手当対象児童数12人

Ａ

より市民に利用しやすい制度とするため、制
度運用面での改善を行った。現況届の郵送提
出の実現や記入例等改定により、継続受給に
向けた受給者の負担を軽減した。これによ
り、現況届の期限内提出率が上昇し、本来の
支給時期に支給出来ない現況届未提出者の減
少につながった。なお、外部要因に左右され
る対象児童数は、結果事実として、増加し
た。

3

小中学校特別支援
学級

指導室 障害の
ある子
ども

知的障害や情緒障害等、難聴・言
語障害のある子どものため、教育
環境の整備を行う。

拡充 個々の障が
いに応じた
指導

知的障害や情緒障害等、難聴・言語障がいの
ある子どものため、特別支援教育の環境整備
を行った。 Ａ

障害種別や程度に応じ、知的固定学級、通級
指導学級、通常の学級における重層的な指
導・支援に取り組んだ。
また、特別支援教育について、教員の指導力
を向上させるための研修会を実施した。

小学校知的障害学級に在籍する児童の増加に
伴い、当該学校と調整・連携して、教室を増
設した。特別支援教室を利用する児童の増加
に伴い担当する教員を増員した。

Ａ

特別支援教育を担当する教員の指導力向上の
ための研修会を実施した。対象児童の人数増
加に伴う教室を２教室増設した。小学校特別
支援教室担当教員の適切な配置を行った。

4

認可保育所での障
がい児保育

保育課 障がい
のある
就学前
の子ど

公立保育所および民間保育所の全
園で受け入れ可能な障がい児の保
育を行う。

拡充を検討 入所数 平成30年度延べ児童数
　公立保育園　13人
　民間保育園　33人 Ｂ

公立保育園では全園で実施、民間保育園では
14園で実施している。
受入に係る年齢制限と枠の撤廃については今
後も引き続き検討していく。

令和元年度延べ児童数
　公立保育園　20人
　民間保育園　33人 Ｂ

公立保育園では全園で実施、民間保育園では
15園で実施している。
受入に係る年齢制限と枠の撤廃については今
後も引き続き検討していく。

5

学童保育所での障
がい児保育

児童青少
年課

障がい
のある
子ども

学童保育所全所で受け入れ可能な
障がい児の保育を行う。

継続 入所数 13所24人
障がいのある児童も他の児童と同様、入所基
準を満たした場合は希望する学童保育所へ入
所する体制となっている。 Ｂ

法改正後、学童保育の対象児童は小学校6年
生までとなったが、本市では障がいのある児
童の入所のみ4年生までとしている。受け入
れ学年の拡大については、施設面、保育面の
課題の整理等から慎重に検討を進めている。

13所23人
障がいのある児童も他の児童と同様、入所基
準を満たした場合は希望する学童保育所へ入
所する体制となっている。 Ｂ

法改正後、学童保育の対象児童は小学校6年
生までとなったが、本市では障がいのある児
童の入所のみ4年生までとしている。受け入
れ学年の拡大については、施設面、保育面の
課題の整理等から慎重に検討を進めている。

保育課 保育課／検
討

保育課／検
討状況

保育課／未実施

Ｄ

一時保育の職員体制等の理由により、実施す
ることは困難であるが、児童発達支援セン
ターにおいて実施することを引き続き検討し
ている。

保育課／未実施

Ｄ

一時保育の職員体制等の理由により、実施す
ることは困難であるが、児童発達支援セン
ターにおいて実施することを引き続き検討し
ている。

自立生活
支援課

自立生活支
援課／継続

自立生活支
援課／利用
人数、利用
日数及び利
用回数

自立生活支援課／
都型短期入所事業（緊急一時保護）308件
（うち、障がい者274件、障がい児34件）
短期入所事業 23人、682日
日中一時支援事業 11人、146回 Ｂ

緊急的な理由により一時保護が必要になった
障がい児（者）を、障害者福祉センターや桜
町ショートステイで柔軟に受け入れした。利
用可能な居室に制限があるものの、おかれた
状況をふまえ、事業所に協力をお願いするべ
く緊密な連携を行っている。
また、児童発達支援センターにおける児童一
時預かり事業については未実施であり、課題
となっている。

自立生活支援課／
都型短期入所事業（緊急一時保護）206件
（うち、障がい者199件、障がい児12件）
短期入所事業 32人、833日
日中一時支援事業 11人、92回 Ｂ

緊急的な理由により一時保護が必要になった
障がい児（者）を、引き続き障害者福祉セン
ターや桜町ショートステイで柔軟に受け入れ
した。利用可能な居室に制限があるものの、
事業所に協力をお願いしながら緊密な連携を
行っている。
また、児童発達支援センターにおける児童一
時預かり事業の実施については課題となって
いる。

7

児童発達支援セン
ター事業

自立生活
支援課

発達に
心配の
ある子
どもと
保護者

心身の発達に特別な配慮が必要な
子どもとその家族に対して、ひと
りひとりの子どもの特徴に沿った
発達を支援するため、児童発達支
援センター「きらり」で必要な相
談、指導及び訓練等を実施する。
また、子育て関係機関への巡回指
導を検討する。

充実 相談件数
親子通園
外来訓練利
用者数

相談支援事業
一般相談　207件（新規相談のみ）
専門相談　584件

親子通園事業　　102回　36人
外来訓練事業　3,593回　128人

Ｂ

提供しているサービスについては、各種評価
からも概ね高い評価を得ている。また、研修
会、講演会なども開催し、地域への発信につ
いても力を入れている。しかし、他機関との
連携については、まだ課題がある旨を運営協
議会からも指摘されており、未実施事業も含
めて今後の検討課題である。

相談支援事業
一般相談　198件（新規相談のみ）
専門相談　849件

親子通園事業　　102回　34人
外来訓練事業　4,248回　190人

Ｂ

提供しているサービスについては、各種評価
からも概ね高い評価を得ている。講演会・研
修会等も複数開催し、一定地域へ浸透してき
たと考えられるが、情報発信についてはまだ
課題がある旨を運営協議会から指摘されてい
る。一方、民間保育所・幼稚園への巡回相談
を試行ではあるが実施した。検証を行い、本
格実施へつなげていきたい。

6

障害児の緊急・一
時預かり

障害の
ある子
ども

保護者の病気などで障害のある子
どもの保育を必要とした場合、一
時預かりを行う。

平成３０年度進捗状況
評価の方

法
番
号

事業名称 担当課
令和元年度進捗状況

対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　③　外国籍の子どもと家庭を支援します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

広報秘書
課

広報秘書課
／継続

広報秘書課
／部数

平成26年度に作成した「小金井市外国語版生
活ガイド」（2015年版）(印刷部数3,000部)
を、外国人転入者・希望者に配布するととも
に、新たに同ガイド（2019年版）(印刷部数
3,000部)を作成した。

Ａ

外国人市民に対して生活に関わる情報を一定
提供できている。

平成30年度に作成した「小金井市外国語版生
活ガイド」（2019年版）(印刷部数3,000部)
を、外国人転入者・希望者に配布 Ａ

外国人市民に対して生活に関わる情報を一定
提供できている。

学務課 学務課／充
実

学務課／実
施内容

学務課／編入学等について、市ホームページ
の翻訳機能により英語等での情報の提供を
行った。

Ａ
編入学等については、市ホームページの翻訳
機能により英語等での情報の提供を継続的に
行っていく必要性を認識している。

学務課／編入学等について、市ホームページ
の翻訳機能により英語等での情報の提供を
行った。

Ａ
編入学等については、市ホームページの翻訳
機能により英語等での情報の提供を継続的に
行っていく必要性を認識している。

ごみ対策
課

ごみ対策課
／継続

ごみ対策課
／部数

ごみ対策課／ごみ・リサイクルカレンダー内
に英語、中国語、ハングルでの説明を掲載。
86,000部を作成し、市内全戸配布を行った。

Ａ

市内全戸配布及び市ホームページでの公開を
行い情報提供を充実させている。またごみ分
別アプリにも外国語情報を掲載している。一
人でも多くの市民へ周知徹底を図るため、今
後のご意見等を踏まえ、効率的な情報提供方
法を検討していく。

ごみ対策課／ごみ・リサイクルカレンダー内
に英語、中国語、ハングルでの説明を掲載。
87,000部を作成し、市内全戸配布を行った。
また、英語、中国語、ハングルでのごみ分別
チラシを各1,000枚作成し、ごみ対策課窓口
での配布及び市ホームページ上でＰＤＦを公
開している。

Ａ

従来のごみ・リサイクルカレンダー及びごみ
分別アプリでの情報提供に加え、更に細かい
分別方法のチラシを作成することにより、よ
り多くの情報を提供することが可能になっ
た。また、一人でも多くの市民へ周知徹底を
図るため、各広報物を定期的に市報で案内し
ている。

その他関
係各課

その他関係
各課／検討

2

日本語指導補助員
の派遣業務

指導室 外国籍
の子ど
もと保
護者

外国籍の児童・生徒に対して、日
常生活および学習指導を円滑に営
めるように、日本語指導補助員を
派遣する。

継続 利用者数 市内公立小・中学校に通う１８人の児童・生
徒が日本語指導補助員の指導を受け、日常生
活及び学習指導を円滑に行えるようになっ
た。

Ａ

中国籍の児童への対応が増加した。日本語で
の日常生活、学習指導に困らないよう日本語
指導を行った。

市内公立小・中学校に通う１６人の児童・生
徒が日本語指導補助員の指導を受け、日常生
活及び学習指導を円滑に行えるようになっ
た。

Ａ

日本語指導を開始する際に、学校と綿密な確
認を行うようにしたため、一人一人に応じた
指導を実施することができた。

3
外国人相談 広報秘書

課
外国籍
の子ど
もと保

市内に住む外国人の相談や情報提
供に関し、英語などの公用語を話
せる相談員を配置する。

月1回の相
談開催、Ｐ
Ｒ等を継続

相談件数 0件
Ｂ

ニーズを調査し、検討が必要である。 0件
Ｂ

必要性や代替事業の状況を踏まえた事業継続
の検討が必要。

4

各国の言語による
本の整備

図書館 外国籍
の子ど
もと保
護者

子どもの絵本を中心にした外国語
書籍の充実を図る。

充実 書籍数 英語1,048冊、中国語16冊、ハングル20冊、
その他36冊

Ａ

東京2020オリンピック・パラリンピックに向
け、英語を中心に外国語絵本の収集を行った
ため、購入冊数が増加した。また、貫井北分
室では、ＹＡ世代向けの外国語書籍を新規に
購入した。
今後も外国語書籍の広報についても、引き続
き図書館HPに掲載を行う予定である。

英語1,096冊、中国語16冊、ハングル20冊、
その他36冊

Ａ

令和３年度実施予定の東京2020オリンピッ
ク・パラリンピックに向け、英語を中心に外
国語絵本の収集を行ったため、購入冊数が増
加した。また、本館では、各市立小学校のク
ラス向けに団体貸出パックの作成を行い、１
年生向けの団体貸出パック１８種類全てに、
英語の絵本を１冊選定した。

　④　家庭での子育ち、子育てが困難な場合にきめ細やかな支援をします

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

見守りサポート事
業

子育て支
援課

子ども
と保護
者

児童相談所と連携し、軽度の児童
虐待が認められるが在宅での指導
が適切と判断される家庭及び児童
相談所が一時保護又は施設措置な
どを行った児童が家庭復帰した後
の家庭への適切な支援を行う。

継続 支援件数
（児童相談
所からの依
頼件数）

支援対象世帯なし

Ａ

事業の対象はいないが、日頃から児童相談所
とは連携がとれている。

支援対象世帯なし

Ａ

事業の対象はいないが、日頃から児童相談所
とは連携がとれている。

2

里親制度の紹介と
周知

子育て支
援課

子ども
と保護
者

保護者がいないか、保護者がいて
も養育できない子どもを家庭的雰
囲気の中で育てる制度。制度の周
知を図る。

東京都と協
力して周知
に努める

出席者数 養育家庭体験発表会（児童相談所と共催）
年1回実施。
　
参加者　36名
保育利用　2名
※保育は、平成30年度から予算化し対応

Ａ

児童相談所と協力して、引き続き土曜日開催
を実施。参加者は前年より大幅に増加した。
また子育て家庭も参加できるよう保育利用も
可能とし、利用いただいた。
今後も制度の紹介・周知に努める。

養育家庭体験発表会（児童相談所と共催）
年1回実施。
　
参加者　35名
保育利用　2名 Ａ

児童相談所と協力して、引き続き土曜日開催
を実施。参加者は前年より1名減少したが、
ほぼ同数。また昨年度から子育て家庭も参加
できるよう保育利用も可能としている。発表
会後には児童相談所との相談会も設けてお
り、１～2件が具体的な相談を実施してい
た。
今後も制度の紹介・周知に努める。

評価の方
法

令和元年度進捗状況平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

1

各国の言語による
情報提供

外国籍
の子ど
もと保
護者

外国語によるガイドブック、ハン
ドブック等の作成や生活に関する
情報の提供を行う。市や教育委員
会などのホームページでも提供す
る。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課
評価の方

法
対　象 事業の内容

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

令和元年度進捗状況

13



のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
基本的視点３　次世代につながる地域の子育ち、子育て環境を整えます
　目標５　地域の子育ち環境を整えます
　①　子どもが安心して学べる環境をつくります

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

適応指導教室運営
事業（もくせい教
室）

指導室 小学
生、中
学生

心理的要因等により登校できない
児童・生徒に対し、実態に応じて
個別、集団、訪問などの方法によ
り適切な指導・援助を行う。

継続 入所人数 ２７人の児童・生徒が適応指導教室で学習等
に取り組んだ。 Ｂ

一人一人の児童生徒の状況に応じ個別の指導
と支援に努めた。

５３人の児童・生徒が適応指導教室で学習に
取り組んだ。 Ａ

個々の状況に応じた学習支援と心理的ケアを
充実したことで、通室する児童・生徒が大幅
に増え、適応指導教室を心の居場所とするこ
とができた。

2

スクールカウンセ
ラーの配置

指導室 小学
生、中
学生

悩みなどを気楽に話し、心にゆと
りを持てるような環境を提供する
ために、各小中学校にスクールカ
ウンセラーを配置する。

継続 相談件数 小中学校にスクールカウンセラーを配置し、
相談業務に取り組んだ。
　　小学校　週12時間（都・市ＳＣ）
　　中学校　週6時間（都・市ＳＣ）
　　相談回数　小中学校11,228回

Ａ

児童生徒の様々な悩みに対応するためにス
クールカウンセラーの積極的な活用を推進し
た。連絡会・研修会を開催し、カウンセラー
の資質向上にも努めた。

小中学校にスクールカウンセラーを配置し、
相談業務に取り組んだ。
　　小学校　週12時間（都・市ＳＣ）
　　中学校　週6時間（都・市ＳＣ）
    相談回数15,245回。

Ａ

児童生徒の様々な悩みに対応するためにス
クールカウンセラーの積極的な活用を推進し
た。連絡会・研修会を開催し、カウンセラー
の資質向上にも努めた。

3

スクールソーシャ
ルワーカーの派遣

指導室 小学
生、中
学生

いじめ、不登校や虐待が疑われる
児童・生徒及び問題行動傾向のあ
る児童・生徒等への指導充実を図
るため、専門的な資格を持つス
クールソーシャルワーカーを派遣
し、家庭や関係機関との連絡調整
を行う。

継続 派遣状況 小中学校にスクールソーシャルワーカーを派
遣し、相談、連携業務に取り組んだ。
　　小・中学校　週24時間×２名
（その他学芸大から２人派遣された）
　　相談件数　 86件
　　訪問回数　737回

Ｂ

スクールソーシャルワーカーが、関係機関と
の連携を図りながら学校の教育相談機能を充
実させ、状況に応じて迅速な支援に取り組ん
だ。東京都から派遣されるスクールソーシャ
ルワーカー支援事業の終了に伴い、訪問回数
は減少している。

小中学校にスクールソーシャルワーカーを派
遣し、相談、連携業務に取り組んだ。
　　小・中学校　週24時間×２名
（その他学芸大から２人派遣された）
　　相談件数　109件
　　訪問回数　596回

Ｂ

スクールソーシャルワーカーが、関係機関と
の連携を図りながら、状況に応じて支援に取
り組んだ。スクールソーシャルワーカーの存
在の周知が進み、相談件数は増加している。

4

教育相談事業 指導室 子ども 専門相談員による教育相談を実施
し、各校の教育相談担当教諭と連
携しながら、子どもが抱える様々
な問題（虐待やいじめなど）に対
応する。また、子ども自身が電話
やインターネットで相談できる体
制を作る。

継続 相談件数 ・小金井市教育相談所で専門相談員による教
育相談を実施した。
　来所相談　  1,390件
　電話相談　　   25件
　メール相談　    3件

Ａ

児童生徒に連絡先を掲載したカードを配布す
るなど啓発を図った。様々な相談内容から必
要に応じて、関係機関と連携しながら適切に
対応し課題解決に努めた。

・小金井市教育相談所で専門相談員による教
育相談を実施した。
　来所相談　  1,446件
　電話相談　　   26件
　メール相談　    5件

Ａ

児童・生徒に対して連絡先や相談のしかたを
掲載した配布物を作成した。様々な相談内容
に対して、状況に応じて、関係機関との連携
を図りながら、相談内容の解決に努めた。

指導室 指導室／継
続

全小中学校の「学校いじめ防止基本方針」を
もとに、いじめの防止のための活動に取り組
んだ。また年3回、いじめ、不登校等の状況
についての実態調査を行った。小金井市健全
育成推進協議会でいじめをテーマとして意見
交換を行った。

Ａ

すべての学校で児童・生徒が主体となったい
じめ防止にかかわる活動に取り組んだ。また
教員の相談体制の整備、人権教育の推進を管
理職に指導した。

全小中学校で「学校いじめ防止基本方針」を
もとに、いじめの未然防止、早期発見、早期
対応に取り組んだ。また年３回、いじめや不
登校等の状況についての実態調査を行った。
小金井市健全育成推進協議会で、いじめを
テーマとして意見交換を行った。

Ａ

全小中学校で、児童・生徒がいじめ防止にか
かわる活動に主体的に取り組んだ。また、教
員による相談体制の整備、人権教育の推進を
管理職に指導した。

地域福祉
課

地域福祉課
／継続

地域福祉課／
学校と民生・児童委員の連携を図るための学
校訪問事業　訪問学校数　14校
民生・児童委員、小平児童相談所、教育機
関、子ども家庭支援センターと共に地域の児
童問題について協議する地区連絡協議会の開
催　１回
子ども会と民生・児童委員による情報交換会
4回。

Ａ

地域の方から相談の声があがった時に速やか
に対応できるように、主任児童委員が中心と
なって、学校や各関係機関と連携を図り、情
報共有等を行った。

地域福祉課／
学校と民生・児童委員の連携を図るための学
校訪問事業　訪問学校数　14校

民生・児童委員、小平児童相談所、教育機
関、子ども家庭支援センターと共に地域の児
童問題について協議する地区連絡協議会の開
催　１回

Ａ

地域の方から相談の声があがった時に速やか
に対応できるように、主任児童委員が中心と
なって、学校や各関係機関と連携を図り、情
報共有等を行った。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援課／要保護児童対策地域協議会で
の情報交換と支援を継続して行った。
指導室のＳＳＷとの連絡会議を年２回行い、
ＳＳＷとの事例検討を実施。 Ａ

不登校児の家庭に養育困難な問題がある場
合、要保護児童として対応している。ＳＳＷ
との連絡会を通じて、事例検討等行い、役割
分担を図っていく。

子育て支援課／要保護児童対策地域協議会で
の情報交換と支援を継続して行った。
指導室のＳＳＷとの連絡会議（年2回）、ス
クールカウンセラー連絡会に同席（年1） Ａ

不登校児の家庭に養育困難な問題がある場
合、要保護児童として対応している。ＳＳＷ
との連絡会をを通じて、事例検討等行った
り、スクールカウンセラー連絡会に同席し、
役割の共有を行うなどし、役割分担を図って
いく。

6

学校図書館活動 指導室 小学
生、中
学生

小中学校図書館に図書館司書また
は司書教諭の資格のある人を学校
図書館補助員として配置し、図書
の整理、貸し出し、検索照会サー
ビス、読書指導などを行うことに
より学校図書館活動の充実を図

継続 貸出数 全小中学校（14校）で週2日（1日5時間）
配置した。

貸出数　小学校　186,023冊
　　　　中学校　 16,482冊

Ａ

各小中学校の特色ある取り組みを実施した。
ブックトークや本の展示などに取り組み、読
書活動の充実が図られた。また、本の整理や
専門的な視点に基づいた選書、貸し出し、検
索紹介等のサービスを行い、学校図書館の整
備が進んだ。

全小中学校（14校）で週2日（1日5時間）
配置した。

貸出数　小学校　187,431冊
　　　　中学校　 14,056冊

Ａ

各小中学校ごとにブックトークや本の展示な
どの特色ある活動に取り組み、読書活動の充
実が図られた。本の整理や専門的な視点に基
づいた選書、貸し出し、検索紹介等のサービ
スを行い、学校図書館の整備が進んだ。

7

国際性を育む教育 指導室 小学
生、中
学生

外国人英語指導助手の導入による
外国語教育、外国文化との交流、
国際理解教育を行う。また、地域
の大学や居住する外国人との交流
を図る。

継続 実施時間数 小学校、中学校で外国人英語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を活用した授業に取り組んだ。
小学校：3・4年生１学級８時間程度
　　　　5・6年生１学級25時間程度
中学校：１日６時間×30日程度
特別支援学級　年間９時間程度

Ａ

小学校３・４年生での外国語活動が始まり、
それに対応したＡＬＴ派遣を行った。小学校
５・６年生での拡充も図った。

小学校、中学校で外国人英語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を活用した授業に取り組んだ。
小学校：3・4年生１学級13時間程度
　　　　5・6年生１学級30時間程度
中学校：１日６時間×30日程度
特別支援学級　年間12時間程度

Ａ

小学校３・４年生での外国語活動、小学校
５・６年生での外国語科の授業時数増加に伴
い、それに対応したＡＬＴ派遣の充実を行っ
た。

8

特別支援教育 指導室 小学
生、中
学生

発達障がいがあり、集団生活に適
応しにくい子どもが、在籍校や特
別支援学級で適切な指導を受ける
ことで、周りの子どもたちとの良
好な関係が築けるよう支援する。

継続 実施回数 特別支援教育研修会７回開催
特別支援学級推進委員会８回開催

Ａ

特別支援教育の専門性向上のための研修を都
立特別支援学校と連携して実施した。小学校
全校に特別支援教室を開設し、情緒障害等の
指導・支援を充実した。

特別支援教育研修会７回開催
特別支援学級推進委員会８回開催

Ａ

都立特別支援学校及び東京都教育委員会と連
携し、専門性の高い講師を招聘し特別支援教
育コーディネーターの専門性向上のための研
修を実施した。

9

はけの森美術館教
育普及活動

コミュニ
ティ文化
課

小学
生、中
学生

はけの森美術館の教育普及活動と
して、ワークショップ、鑑賞教
室、学校への出前授業などを通
し、子どもが美術を中心とする芸
術活動に出会い、体験し、ゆたか
な感性を育むことに努める。

小学校4年
生を主とし
た対象とし
て、教育普
及を積極的
に進めてい
る。

実施内容 所蔵作品展関連ワークショップ1回
プレ企画ギャラリーコンサート1回
ギャラリートーク4回
企画展関連ワークショップ３回
ギャラリートーク4回
親子で美術館をたのしもう「模写ってあそぼ
う！」1回
市立小学校４年生の鑑賞教室9校
中学生の職場体験事業1校
小学校へのアウトリーチ（出張授業3回）

Ａ

体制的に脆弱な部分(非常勤学芸員2名と受付の臨
時職員1名という人員体制での運営）は、市の方
針もあり、常に課題として残っている。この人員
体制で週6日開館の現状があり、更なる事業の拡
充には困難性を伴う。しかし、この体制の中で
も、出来うる限りの努力をし、平成30年度は、一
般財団法人地域創造からの助成を受け、はつかい
ち美術ギャラリー（広島）、瀬戸市美術館（愛
知）釧路市美術館（北海道）との共同巡回展を
行った。また、3月の所蔵作品展開催前日に、プ
レ企画として、世界的に活躍しているハーピスト
吉野直子氏を招いてギャラリーコンサートを行っ
た。また、旧中村研一邸主屋及び茶室が国登録有
形文化財になったことを記念し、東京理科大学教
授　伊藤裕久氏によるトークツアーも行った。

所蔵作品展関連ギャラリートーク2回
企画展関連ワークショップ4回
ギャラリートーク5回
親子で美術館をたのしもう「模写ってあそぼ
う！西洋編」1回
市立小学校４年生の鑑賞教室8校
中学生の職場体験事業2校
小学校へのアウトリーチ（出張授業4回）
文化財ウィーク事業（文化財講演会）1回
所蔵作品展関連のワークショップ
プレ企画ギャラリーコンサートは、新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響で中止

Ａ

体制的に脆弱な部分(非常勤学芸員2名と受付
の臨時職員1名という人員体制での運営）
は、市の方針もあり、常に課題として残って
いる。この人員体制で週6日開館の現状があ
り、更なる事業の拡充には困難性を伴う。し
かし、この体制の中でも、出来うる限りの努
力をし、所蔵作品展1回、企画展2回を行っ
た。また、鑑賞教室、出張授業、職場体験事
業なども積極的に実施した。11月には、生涯
学習課文化財係と共催し、文化財ウィーク事
業として講演会を行った。しかし昨年好評で
あった3月の所蔵作品展開催前日のプレ企画
ギャラリーコンサートや、所蔵作品展そのも
のも、新型コロナウィルス感染拡大の影響で
中止となってしまい、大変残念な結果なっ
た。

評価の方
法

令和元年度進捗状況

5

いじめ・不登校の
対策システム

子ども いじめや虐待、非行、不登校など
何か問題に遭遇した子どもを早期
に発見し、保護者を支援しながら
その原因を取り除き、楽しく学校
に通えるようなシステムを作る。
また、いじめや不登校等が起こら
ないような教育や環境づくりを行
うために、地域ぐるみの支援ネッ
トワークで支える。

実施内容

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　②　子どもが地域の一員となるための学習と交流の場をつくります

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

子育て支
援課

子育て支援
課／継続

子育て支援
課／参加人
数

子育て支援課／子ども家庭支援センター（ゆ
りかご）で実施
中学生職場体験　　　21人
高校生奉仕体験活動　14人

Ｂ

中高生の体験学習への協力を積極的に行って
いるが、地域の親・高齢者との交流機会が少
ない。地域における子育ての担い手づくりの
観点からも、引き続き異世代交流の図れる機
会を検討する。

子育て支援課／子ども家庭支援センター（ゆ
りかご）で実施
中学生職場体験　　　15人
高校生奉仕体験活動　 8人

Ｂ

中高生の体験学習への協力を積極的に行って
いるが、昨年度に比べ体験等実績数は減少し
ている。地域における子育ての担い手づくり
の観点からも、引き続き異世代交流の図れる
機会を検討する。

保育課 保育課／継
続

保育課／受
け入れ人数

保育課/保育所で小中高生の職場体験、ボラ
ンティアを受け入れたほか、世代交流イベン
トを実施した。

【職場体験受入人数】
　20人（公立保育園　5園）
　238人（民間保育園　11園)
【ボランティア受入人数】
　12人（公立保育園　5園）
　120人（民間保育園　10園)
【世代交流イベント実施状況】
　270人（公立保育園　5園）
　419人（民間保育園　7園)

Ａ

保育所で中･高生のボランティアの受入れを
実施しているほか、小中高生の職場体験受入
れも実施している。
公立保育園の職場体験における受入人数の減
少理由としては、より子どもたちの様子を
知ってもらうため連続した期間に体験をして
いただくようにしたことによる。また、実人
数の計上であるため長期間の体験を希望した
方がいたことによる。

保育課/保育所で小中高生の職場体験、ボラ
ンティアを受け入れたほか、世代交流イベン
トを実施した。

【職場体験・ボランティア受入人数】
　43人（公立保育園　5園）
　108人（民間保育園　13園)

【世代交流イベント実施状況】
　348人（公立保育園　5園）
　209人（民間保育園　8園)

※民間保育園については、回答を得た園の内
容について記載。

Ａ

保育所で中･高生のボランティアの受入れを
実施しているほか、小中高生の職場体験受入
れも実施している。
高齢者施設との交流により、子どもと高齢者
の交流を図ることができた。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／参加人
数

児童青少年課／保育ボランティアとして、乳
幼児とのふれあい事業を実施　19人/16回
「小・中・高校生世代と赤ちゃんの異世代交
流事業」　8人/7回
「赤ちゃんと遊ぼう」　　6人/5回
「乳幼児のつどい」　  5人/4回

Ｂ

前年度に比べて回数増・参加者数が減したた
め。事業内容等については、必要に応じて随
時検討の上、改善していく必要がある。
また、保育ボランティアは中高生以上が対象
であり、小学生については希望があればボラ
ンティアではなく乳幼児と触れ合う機会を常
時提供している。

児童青少年課／保育ボランティアとして、乳
幼児とのふれあい事業を実施　13人/7回
「小・中・高校生世代と赤ちゃんの異世代交
流事業」　1人/1回
「赤ちゃんと遊ぼう」　　9人/4回
「乳幼児のつどい」　  3人/2回

Ｂ

前年度に比べて回数減・参加者数が減少した
ため。事業内容等については、必要に応じて
随時検討の上、改善していく必要がある。
また、保育ボランティアは中高生以上が対象
であり、小学生については希望があればボラ
ンティアではなく乳幼児と触れ合う機会を常
時提供している。

児童青少
年課

児童青少年
課／継続

児童青少年
課／参加人
数

中・高校生世代のための夜間開館事業を東児
童館及び貫井南児童館で実施
東児童館　534人/48回
貫井南児童館　482人/43回
バンド室利用（貫井南児童館）446人
バンドスクール　3人/1回
バンドボーカルスクール　5人/2回
ドラムスクール　1人/1回

Ｓ

事業内容等については、必要に応じて随時、
検討の上改善している。
平成29年6月より、貫井南児童館の夜間開館
事業を隔週から毎週開催へ拡充。
バンド室でのスクールを数種類実施し、より
利用者の希望を取り入れた内容に改善した。

中・高校生世代のための夜間開館事業を東児
童館及び貫井南児童館で実施
東児童館　637人/44回
貫井南児童館　807人/41回
バンド室利用（貫井南児童館）1004人
バンドスクール　31人/4回

Ｓ

事業内容等については、必要に応じて随時、
検討の上改善している。
平成29年6月より、貫井南児童館の夜間開館
事業を隔週から毎週開催へ拡充。
バンド室でのスクールを実施し、より利用者
の希望を取り入れた内容に改善した。

公民館 公民館／継
続

公民館／参
加人数

●若者コーナーの運営と活用「はじめてのマ
ンガイラスト講座」、「知っていると毎日が
楽になる心理学」　●若者による自主講座①
「はじめての家具職人２」、②「色が変わ
る！マジカルパンケーキ」、③「つくって！
はじめてのラテアート」、④「農工大落研が
教える落語体験会」、⑤「都市の中の自然を
写真に収める」、⑥「親子でつくるよ祭の蒸
しケーキ」　●世代間交流の推進①「はじめ
ての茶道、華道」、②「親子料理教室」、③
「パティシエのお菓子教室」、④ロビーコン
サート　●進路就活講座「社会の仕組みを楽
しく学べる入門！ライフリテラシーゲーム」
●環境づくり「KITAMACHIユースノート」、
「文化祭ポスター掲示」●図書館貫井北分室
連携「きたまちYAひろば」など、延べ参加人
数　約350人

Ａ

小中学生や高校生などを対象とした居場所
「若者コーナー」を通じて、一人でも気軽に
立ち寄れる環境づくりや、若者同士や世代間
交流を目的とした講座を若者当事者が企画・
実施した。講座の広報を学校など教育機関と
連携して行った。30年度は中学生による自主
講座開催や、「KITAMACHIノート」への書き
込みに対し、他の人への配慮を考慮したルー
ルの追加などがあった。若者当事者が、だれ
でも気持ちよく使える居場所について積極的
に参画する機会が前年度よりも増えたこと、
また昨年度より参加人数が増加したことか
ら、A評価とした。

●若者コーナーの運営と活用「はじめてのマ
ンガイラスト講座」、「こがねいの若者の森
と居場所づくり」 ●若者による自主講座
「はじめての家具職人３」、「法政大学小金
井将棋部が教える将棋体験教室」、「気象予
報士・防災士平井信行さんのわくわく授
業」、「農工大落研が教える落語体験会」
●世代間交流の推進「きたまち"和"体験はじ
めての茶道・華道」、「親子料理教室～冬野
菜をつかったくりすますプレート」「きたま
ちキッチンパティシエのお菓子教室」、夏・
春ロビーコンサート ●進路就活講座「新し
い農ライフ都市農業のすすめ」 ●環境づく
り「KITAMACHIユースノート」、「文化祭ポ
スター掲示」●図書館貫井北分室連携「きた
まちYAひろば」など、延べ参加人数　約342
人

Ａ

小中学生や高校生などを対象とした居場所
「若者コーナー」を通じて、一人でも気軽に
立ち寄れる環境づくりや、若者同士や世代間
交流を目的とした講座を若者当事者が企画・
実施した。講座の広報を学校など教育機関と
連携して行った。若者当事者が、だれでも気
持ちよく使える居場所について積極的に参画
する機会が前年度よりも増えたことから、A
評価とした。

その他関
係各課

3

市民まつり、子ど
も週間行事の促進

児童青少
年課

子ども
と保護
者

市民まつりや子ども週間行事を通
じて、地域住民や各種団体の協力
を得ながら、児童青少年に健全な
遊び場を設け、子どもの創意工夫
による活動を実施する。

継続 参加人数 市民まつり参加人数2,882人（子ども1,936
人：大人946人）
子ども週間行事参加人数2,917人（子ども
1807人：大人1,110人）

Ａ

地域における子どもの健全育成活動を継続し
て実施。各事業地域の青少年健全育成地区委
員や子供会育成連合会による実行委員会形式
により実施しており、実施方法についても検
討している。

市民まつり参加人数1,509人（子ども1,070
人：大人439人）3団体台風により中止。
子ども週間行事参加人数2,287人（子ども
1419人：大人868人）１団体雨天中止。

Ａ

地域における子どもの健全育成活動を継続し
て実施。各事業地域の青少年健全育成地区委
員や子供会育成連合会による実行委員会形式
により実施しており、実施方法についても検
討している。

4

地域諸団体への活
動支援

児童青少
年課

地域諸
団体

青少年健全育成地区委員会や子ど
も会などの地域諸団体に対し、活
動支援を行う。

継続 補助金交付事業実施
交付団体　7団体

Ａ

団体への活動支援については、毎年度補助金
申請を受けて適正に内容を検討をした上で継
続している。また、青少年健全育成６地区連
合会における研修会、各種会議の事務運営や
各地区委員会での管外研修会への協力の活動
支援を行っている。

補助金交付事業実施
交付団体　7団体

Ａ

団体への活動支援については、毎年度補助金
申請を受けて適正に内容を検討をした上で継
続している。また、青少年健全育成６地区連
合会における研修会、各種会議の事務運営や
各地区委員会での管外研修会への協力の活動
支援を行っている。

2

中高生の居場所づ
くり

12歳～
18歳の
子ども

中高生の居場所として、自由に話
したり、楽器を演奏したりするこ
とができるように努める。

評価の方
法

令和元年度進捗状況

1

異年齢交流 市民 小・中・高校生が乳幼児とのふれ
あいを通じて、社会体験学習と育
児感覚を身につけたり、子どもが
地域の親、高齢者と交流できる場
を設ける。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　③　子育ち、子育てしやすい生活環境等を整備します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

交通対策
課

交通対策課
／継続

交通対策課
／放置自転
車の減少

放置自転車の撤去作業を毎日実施（撤去回数
221回、撤去台数2,376台）

Ｓ

平成３０年度より撤去手数料を改定したこと
による抑止効果が高まり、新たな自転車駐車
場の開設による利用環境の向上、その他これ
までの継続的な周知・啓発等によるものと考
えている。

放置自転車の撤去作業を毎日実施（撤去回数
217回、撤去台数1,566台）

Ｓ

これまでの継続的な周知・啓発等及び自転車
駐車場の新規開設による利用環境の向上。そ
の他、撤去手数料を改定したことによる抑止
効果が表れてきたものと考える。

自立生活
支援課

自立生活支
援課／推進

自立生活支
援課／活動
数

自立生活支援課／太陽のひろば参加者数８７
人

Ａ

例年多くの方に参加いただいている。３０年
度は小金井特別支援学校で和太鼓のグループ
ワーク等を開催した。今後もこの水準を維持
していくために、一層の周知等を行ってい
く。

太陽のひろば事業は平成３０年度をもって実
行委員会の意向もあり終了となった。しかし
ながら、同じ障がいの理解交流をすすめてい
くテーマを持った障害者週間行事に注力する
ことで「心のバリアフリー」を目指してい
く。

Ｄ

太陽のひろばの事業は終了となり、実施して
いないため。

ごみ対策
課

ごみ対策課
／継続

ごみ対策課
／実施回数

ごみ対策課／清掃活動及び路上喫煙禁止地区
内の禁煙呼びかけ活動　12回

Ａ

駅周辺における路上禁煙地区の周知を徹底す
るため、路上喫煙禁止地区内における禁煙の
呼びかけ活動を本格実施した。年度途中より
ごみゼロ化推進員の方々にも参加していただ
いている。

ごみ対策課／清掃活動及び路上喫煙禁止地区
内の禁煙呼びかけ活動　9回

Ａ

駅周辺における路上禁煙地区の周知を徹底す
るため、路上喫煙禁止地区内における禁煙の
呼びかけ活動を実施した。年度途中よりごみ
ゼロ化推進員の方々にも参加していただいて
いる。

まちづく
り推進課

まちづくり
推進課／継
続

まちづくり
推進課／実
施状況

特定事業計画の進捗を確認した。
Ａ

特定事業計画の進捗状況を確認したが、全て
の特定事業が完了していないため。

特定事業計画の進捗を確認した。
Ａ

特定事業計画の進捗状況を確認したが、全て
の特定事業が完了していないため。

2

子どもにやさしい
自然環境の整備

環境政策
課

子ども 国分寺崖線（はけ）のみどりや湧
水などの自然環境の保全のため、
意識啓発を図るとともに、みどり
を増やし、みどりゆたかで快適な
まちづくりを行う。

充実 実施内容 国分寺崖線（はけ）のみどりや市内に数多く
ある緑地、湧水などの自然環境の保全・管理
に取り組んだ。

Ａ

年間を通じて緑地などの自然環境の保全・管
理を実施できたため。

国分寺崖線（はけ）のみどりや市内に数多く
ある緑地、湧水などの自然環境の保全・管理
に取り組んだ。
また、環境緑地制度を活用し、緑の保全を
図った。
（指定状況）
環境緑地:47,795.21㎡
公共緑地:4,150.76㎡
保存樹木:842本
保存生け垣:4,357．9m

Ａ

年間を通じて緑地などの自然環境の保全・管
理を実施できたため。
また、新規で保存樹木を4件・65本、保存生
け垣を3件・412ｍを指定できたため。

3

幹線道路の整備 都市計画
課

市民 すべての人々が安全で快適な生活
が営めるように、歩道空間や道路
の整備を行う。

都市計画道
路整備事業
の推進

整備率 小金井都市計画道路3・4・8号線について、
道路拡幅のために用地（約262㎡）を取得し
た。
平成30年度末の市内都市計画道路の整備率は

Ｂ

各路線の用地取得等について、地権者の生活
設計を尊重しながら個々に進捗している状況
であり、まだ取得すべき物件が残っているた
め、道路の拡幅には至っていない。

小金井都市計画道路3・4・8号線について、
道路拡幅のために用地（約703㎡）を取得し
た。
令和元年度末の市内都市計画道路の整備率は

Ｂ

各路線の用地取得等について、地権者の生活
設計を尊重しながら個々に進捗している状況
であり、まだ取得すべき物件が残っているた
め、道路の拡幅には至っていない。

4

子どもが通る道の
安全確保

交通対策
課

子ども 子どもが安全に過ごせるよう、学
区域にとらわれず、通学路周辺の
安全確保を行う。

継続 実施内容 市内の市立小学校全9校について通学路点検
を継続実施

Ａ

全９校で実施し、各学校における問題点等を
確認しながら、警察等と連携を取り、通学路
及びその周辺地域についての修復作業等を行
うことで、さらなる安全確保に努めた。

市内の市立小学校全９校について通学路点検
を継続実施

Ａ

全９校実施し、各学校における問題点等を確
認しながら、警察等と連携を取り、通学路及
びその周辺地域についての改善作業等を行う
ことによりさらなる安全確保に努めた。

交通対策
課

市民 交通対策課／交通安全運動期間時において、
交通ルールを守ること等の広報及び南中、一
中において、スタントマンを活用した自転車
交通安全教育を実施

Ａ

広報＝春・秋の交通安全運動で実施
スタントマン＝２か所で実施。今後も引き続
き実施することとする。

交通安全運動期間時において、交通ルールを
守ること等の広報活動及び東中、緑中におい
て、スタントマンを活用した自転車交通安全
教室を実施した。

Ａ

広報活動＝春・秋の交通安全運動期間に実施
スタントマン＝2か所で実施。今後も引き続
き実施することとする。

指導室 子ども セーフティ教室や交通安全教室を通して、全
小学校（9校）が警察署等と連携し、交通安
全教育を推進した。 Ａ

小学校全校で交通安全教室を実施した。警
察、自動車学校、PTA等と連携して交通ルー
ルの遵守や正しい交通マナー等を指導した。

セーフティ教室や交通安全教室を通して、全
小学校（9校）が警察署等と連携し、交通安
全教育を推進した。 Ａ

小学校全校で交通安全教室を実施した。警
察、自動車学校、PTA等と連携して交通ルー
ルの遵守や正しい交通マナー等を指導した。

5

交通安全教育の推
進

交通ルールの遵守と正しい交通マ
ナーの実践を推進し、交通事故防
止を図る。

継続 実施内容

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

1

ユニバーサルデザ
インのまちづくり

市民 ベビーカーや車イスがゆったりと
通ることができ、子どもが安全、
快適に生活できるまちづくりを行
うことによって、誰もがゆたかに
暮らし「心のバリアフリー」が実
現できるまちづくりを行う。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　④　地域から緑と環境を守ります

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

環境政策
課

環境政策課／環境行事として小金
井市環境市民会議と共催で、環境
フォーラムを開催する。

環境政策課
／継続

環境政策課／こがねい環境フォーラム2018
「めぐる・ひろがる・未来につなげる」12月
1日（土）～2日（日）
実施参加者数　440人 Ｓ

環境市民会議、公益財団法人トトロのふるさ
と基金、NPO緑のダム北相模、東京学芸大学
附属小金井中学校、東京学芸大学環境教育研
究センター、Musashinoはけの森カフェ、て
のひらストアoteteの協力を得て、市民への
環境啓発を行った。様々団体と連携を図り、
充実した内容となり、参加者数の増加につな
がった。

環境政策課／こがねい環境フォーラム2019
「環境×防災～自然と手を取り合って生きて
いくために～」11月23日（土）～24日（日）
実施参加者数　323人 Ａ

環境市民会議、NPO緑のダム北相模、東京学
芸大学環境教育研究センター、Musashinoは
けの森カフェの協力を得て、市民への環境啓
発を行った。様々団体と連携を図り、充実し
た内容となったが、荒天により集客は伸びな
かった。

庶務課 庶務課／学校における緑化の推進
や自然エネルギーの導入を進め、
環境保全の意識向上を図る。

庶務課／充
実

庶務課／
校庭の芝生化 ６校
太陽光パネル屋上設置 1校ソーラー式外灯 2
校

Ｂ

市内小中学校６校において、前年同様継続し
て校庭芝生の維持管理を行い、学校緑化保護
及び児童生徒の健全な運動環境の整備を図っ
ている。

庶務課／
校庭の芝生化 ６校
太陽光パネル屋上設置 1校ソーラー式外灯
２校

Ｂ

市内小中学校６校において、前年同様継続し
て校庭芝生の維持管理を行い、学校緑化保護
及び児童生徒の健全な運動環境の整備を図っ
ている。

2

発生抑制を最優先
とした３Ｒ（発生
抑制、再使用、再
生利用）の推進に
向けた啓発事業

ごみ対策
課

市民 ３Ｒ推進に向けた広報媒体の作
成、ごみ減量啓発キャンペーン及
び出張講座などを行う。

ごみ減量
キャンペー
ン、出張講
座

回数 ごみ減量キャンペーン年５回
ごみ減量キャラクターを使用した環境教育
ツールを、ごみ減量啓発に活用。
市内小中学校児童・生徒等に対し施設見学を
実施。更に、出張講座にてＤＶＤの上映及び
冊子等資料配布を全１１回行った。公立保育
園5園に個別に出張講座を全５回実施した。

Ａ

啓発活動の中でも、特に子どもから家庭への
浸透に注力するため、小中学校授業参加や施
設見学対応のほか、公立保育園への出張講座
を展開し、資源循環講座を実施した。また、
出張講座等で使用する冊子資料「くらしのな
かのごみ減量」の改訂版を作製した。市内か
ら排出される燃やすごみの量は、年々減少し
ているが、更なるごみ減量が求められている
ことから、今後とも継続して啓発活動を充実
させていく。

ごみ減量キャンペーン年６回
ごみ減量キャラクターを使用した環境教育
ツールを、ごみ減量啓発に活用。
市内小中学校児童・生徒等に対し施設見学を
実施。更に、出張講座にてＤＶＤの上映及び
冊子等資料配布を全１２回行った。公立保育
園5園に個別に出張講座を全５回実施した。

Ａ

啓発活動の中でも、特に子どもから家庭への
浸透に注力するため、小中学校授業参加や施
設見学対応のほか、公立保育園への出張講座
を展開し、資源循環講座を実施した。市内か
ら排出される燃やすごみの量は、年々減少し
ているが、更なるごみ減量が求められている
ことから、今後とも継続して啓発活動を充実
させていく。

目標６　地域の子育て環境を整えます
　①　地域の子育てネットワークを整備します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

子育て支援ネット
ワーク

子育て支
援課

子ども
と保護
者、関
係団
体、関
係機関

保育所、幼稚園、子育てサーク
ル、ＮＰＯなどの子育て支援団体
との協働によるネットワークをつ
くり、相互援助と情報発信を行
う。

充実 参加団体
数、活動内
容

子育て・子育ち支援ネットワーク協議会の参
加団体は73団体、個人参加者は9人。市で
は、運営費の補助のほか、協議会主催事業の
市報掲載等の側面支援を行った。

【参考】　子育て・子育ち支援ネットワーク
協議会の主な事業実績
・子育て支援サイト「のひのびーの」管理運
営
・「第５回子育てメッセこがねい」開催
・「放課後を本気で考えるプロジェクト(ま
じプロ)」開催

Ａ

子育て・子育ち支援ネットワーク協議会につ
いては、子育て関係イベント等で積極的に呼
びかけを行うことにより、加入団体数が順調
に伸びている。また、ネットワーク協議会の
関連事業については、市職員も積極的に参加
し、相互理解を深めるよう努めた。
今回特筆すべきは、「放課後を本気で考える
プロジェクト(まじプロ)」の開催。内容、参
加者数、継続的取組とした点など、評価でき
る。

子育て・子育ち支援ネットワーク協議会の参
加団体は81団体、個人参加者は7人。市で
は、運営費の補助のほか、協議会主催事業の
市報掲載等の側面支援を行った。

【参考】　子育て・子育ち支援ネットワーク
協議会の主な事業実績
・子育て支援サイト「のひのびーの」管理運
営
・「第６回子育てメッセこがねい」開催
・内閣府「チャイルドユース・サポート章」
受章

Ａ

子育て・子育ち支援ネットワーク協議会につ
いては、子育て関係イベント等で積極的に呼
びかけを行うことにより、加入団体数が順調
に伸びている。また、ネットワーク協議会の
関連事業については、市職員も積極的に参加
し、相互理解を深めるよう努めた。
今回特筆すべきは、これまでの活動内容が認
められ、内閣府「チャイルドユース・サポー
ト章」を受章した。

2

子育てグループへ
の活動支援

子育て支
援課

子育て
グルー
プ

市内の自主的な子育てグループな
どのネットワーク化をはかりなが
ら、活動への支援を行う。

継続 参加者数
回数

さくらんぼクラブ（多胎児の親の自主グルー
プ）年4回、参加者親39人、子ども52人

ひまわりママ（発達にアンバランスのある子
どもの親の自主グループ）年9回、参加者106
人

Ａ

自主グループ活動の支援のため、会場の提供
等、後方支援を実施した。職員も活動内容を
知るために、可能な限り参加している。

さくらんぼクラブ（多胎児の親の自主グルー
プ）年4回、参加者親41人、子ども53人

ひまわりママ（発達にアンバランスのある子
どもの親の自主グループ）年9回、参加者88
人

Ａ

自主グループ活動の支援のため、会場の提供
等、後方支援を実施した。
職員も活動内容を知るために、可能な限り参
加している。

3

ボランティアセミ
ナー

生涯学習
課

市民 国分寺市、小平市、小金井市、東
京学芸大学とが連携し地域や学校
等で活躍するボランティアを養成
する講座。ボランティア活動ス
タートへのサポート、スキルアッ
プを目指す。

継続 参加人数 3会場、全22講座実施、参加者は延べ804人

Ａ

国分寺、小平市、小金井市、東京学芸大学が
連携して放課後子ども教室や学校支援で活動
するスタッフを養成する講座であり、一部の
学校では講座受講者を活用する事例もある。
昨年度より若干実施回数、延べ参加者数が増
えたことから、A評価とした

3会場、全17講座実施、参加者は延べ379人

Ｂ

国分寺、小平市、小金井市、東京学芸大学が
連携して放課後子ども教室や学校支援で活動
するスタッフを養成する講座である。昨年度
より参加者数が減ったことから、Ｂ評価とし
た

評価の方
法

令和元年度進捗状況平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

1

環境問題の意識向
上や環境学習

子ども 実施内容

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
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のびゆくこどもプラン　小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表３－２
　②　男女がともに子育てと社会参加できる環境をつくり、ワーク・ライフ・バランスを目指します

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

人権尊重、男女平
等の啓発、普及

企画政策
課

市民 人権尊重と男女平等の意識づくり
の啓発、普及を行い、情報収集や
相談およびＤＶ被害者支援などを
行う。

継続 参加者数等 こがねいパレット…第32回の開催/70人参加/
記録集400部発行
情報誌「かたらい」…第48号、49号　各号
2,600部発行
男女共同参画シンポジウム開催/70人参加
多摩3市男女共同参画推進共同研究会･･･市民
サポーター会議4回開催／うち1回は講演会29
人参加
国内研修事業参加補助金交付（1件）
緊急一時保護施設運営費補助金交付
（100,000円）
女性総合相談…原則、毎週金曜日と第二木曜
日の午後に実施/専門カウンセラーによる相
談136件
再就職支援講座…28人参加（うち個別相談4
件）
男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成人のみ
なさんへ」/740部発行（4課共同印刷）
市報「みんなのひろば」による情報提供
DV防止普及啓発パネル展実施

Ａ

情報誌「かたらい」48号は、市制施行60周
年、創刊30周年記念号として、カラー印刷及
び通常より4ページ増で発行した。
男女共同参画シンポジウムの参加者数は、会
場規模が小さくなったこともあり減少となっ
た。（128人→70人）
講演会、啓発冊子、市報、市ホームページを
とおし、人権尊重と男女平等の意識づくりの
啓発を行うことができた。

第33回こがねいパレット…38人参加/記録集
400部発行
情報誌「かたらい」…第50号、第51号　各号
2,600部発行
男女共同参画シンポジウム…35人参加
多摩3市男女共同参画推進共同研究会･･･市民
サポーター会議3回開催
国内研修事業参加補助金交付（0件）
緊急一時保護施設運営費補助金交付
（100,000円）
女性総合相談…原則、毎週金曜日と第二木曜
日の午後に実施/専門カウンセラーによる相
談119件
再就職支援講座…74人参加（うち個別相談7
件）
男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成人のみ
なさんへ」…729部発行（4課共同印刷）
市報「みんなのひろば」による情報提供
DV防止普及啓発パネル展実施

Ｂ

こがねいパレット及び男女共同参画シンポジ
ウムの参加者数が前年度より減少したため、
テーマ設定や周知方法などを検討していく必
要がある。
再就職支援講座の会場を前年度より大きな会
場に変更し、参加者が大幅に増えた。
講演会、啓発冊子、パネル展、市報、市ホー
ムページ等をとおして、人権尊重と男女平等
意識づくりのための啓発を行うことができ
た。

子育て支
援課

子育て支援
課／
啓発活動、
父親講座、
親子の交流
事業の充実

子育て支援
課／講座等
の実施回数
と参加者
数、利用者
アンケー
ト、啓発活
動の回数、
度合い、参
加者数

子育て支援課／
父親講座　年1回　参加者13人
お父さんと遊ぼう（ゆりかごひろばで父親と
子どもの専用あそび場を年12回第１土曜日設
置）参加者親84人、子ども98人
お父さんのあつまり（ひろばでの遊びの提
供・父親同士の交流を年2回実施）参加者12
人、子ども16人

Ａ

ゆりかご親子遊びひろばで実施している講座
等プログラムでお父さん参加の事業を複数実
施している。
最近は土曜日の父親と子どもの参加が目立っ
てきており、父親と子どもの遊び場提供で利
用が増加した。ひろば全体の利用者数でみて
も父親利用は増加傾向にある。引き続き、父
親同士の交流が図れるよう対応していく。

子育て支援課／
父親講座　年1回　参加者6人
お父さんと遊ぼう（ゆりかごひろばで父親と
子どもの専用あそび場を年12回第１土曜日設
置）参加者親57人、子ども72人
お父さんのあつまり（ひろばでの遊びの提
供・父親同士の交流を年3回実施）参加者22
人、子ども25人

Ａ

ゆりかご親子遊びひろばで実施している講座
等プログラムでお父さん参加の事業を複数実
施している。
最近は土曜日の父親と子どもの参加がよくみ
られるようになっているが、昨年度は前年度
に比べ、ひろば全体の利用者数が減少してい
ることもあり、参加数は減少はしているもの
の、ひろば全体での父親利用割合は変わって
いない。引き続き、父親同士の交流が図れる
よう対応していく。

保育課 保育課／プ
レママ・プ
レパパ事業
の充実

保育課／参
加者数

保育課／保育所でプレママ・プレパパ事業を
実施した。

実施園数・参加人数
公立保育園　0園　 0人
民間保育園　3園　27人
※民間保育園については、回答を得た17園の
内容について記載。

Ｃ

保育園におけるプレママ・プレパパ事業で
は、実際に乳幼児と触れあうことで子育ての
楽しさを感じていただくことことや、妊娠期
や育児の相談も承り育児負担の軽減につなげ
るものだが、公立園において今年度は申し込
みはなく、実施はなかった。

保育課／保育所でプレママ・プレパパ事業を
実施した。

実施園数・参加人数
公立保育園　1園　10人
民間保育園　5園　51人

※民間保育園については、回答を得た園の内
容について記載。

Ｂ

保育園におけるプレママ・プレパパ事業で
は、実際に乳幼児と触れあうことで子育ての
楽しさを感じていただくことことや、妊娠期
や育児の相談も承り育児負担の軽減につなげ
るものである。ＨＰ、市報で周知を図り、参
加者の増加につながったが、依然少ない状況
であるため、周知の工夫が必要である。

その他関
係各課

その他関係
各課／検討

ワーク・ライフ・バランスをテーマとした男
女共同参画シンポジウムを開催/70人参加
小金井市、国立市、狛江市の３市で構成する
多摩３市男女共同参画推進共同研究会で、
「若者へのワーク・ライフ・バランスライフ
バランスの啓発」をテーマに、各市の市民サ
ポーター（ボランティア）とともに理解を深
め、「楽しく生きるための、仕事との付き合
い方」と題した講演会を開催/29人参加
第32回こがねいパレットでは、「フィンラン
ド流　自分らしく生きるヒント」と題した講
演会を開催/70人参加

Ａ

今年度は、ワーク・ライフ・バランスをテー
マとした講演会を３回開催し、市民へワー
ク・ライフ・バランスを啓発することができ
た。
多摩３市男女共同参画推進共同研究会につい
ては、複数年にわたって同一のテーマで研究
を進めて行く。

小金井市、国立市、狛江市の３市で構成する
多摩３市男女共同参画推進共同研究会では、
３市の市民サポーターと共に、「若者への
ワーク・ライフ・バランスの啓発」をテーマ
に、市民サポーター会議を３回開催
ワーク・ライフ・バランスの啓発のためのポ
スター（250枚）、チラシ（2,500枚）を作成
市報・市ホームページにて、ワーク・ライ
フ・バランスの啓発を行った。

Ａ

３市の職員及び市民との交流により、様々な
意見を得ることができた。
チラシの配架や市報・市ホームページなど
様々な機会を利用し、ワーク・ライフ・バラ
ンスの啓発することができた。

③地域の公共施設の活用を進めます

事業実績
事業実績
自己評価 評価の理由 事業実績

事業実績
自己評価 評価の理由

1

小中学校のスポー
ツ開放

生涯学習
課

市民 地域住民のスポーツ、レクリエー
ションの場として、小中学校の体
育施設を開放し、市民の健康増進
を図る。

充実 参加団体
数、活動内
容

「スポーツ開放校」 3,393人（小学校3校・
中学校1校、各校1種目）
「一中クラブハウス」9,273人（21団体）
「南中テニスコート夜間開放」152人（16団
体）

Ｂ

市内の体育施設等を広く市民に開放し、市民
が気軽にスポーツを楽しむ場所を提供してい
る事業である。開放日数等の関係もあり一概
には判断できないが、利用者数が減少した施
設もあることから、Ｂ評価とした。

「スポーツ開放校」 3,580人（小学校3校・
中学校1校、各校1種目）
「一中クラブハウス」9,397人（21団体）
「南中テニスコート夜間開放」140人（16団
体）

Ｂ

市内の学校施設等を市民に開放し、市民が気
軽にスポーツを楽しむ場の提供とえいて、市
内学校施設等を開放している事業である。令
和元年度は新型コロナウイルス感染症感染拡
大の影響により施設利用を中止したこともあ
り、参加人数にて一概に判断できないため、
Ｂ評価とした。

子育て支
援課

子育て支援
課／継続
のびのびこ
がねいっ子
マップでお
知らせ

子育て支援
課／実施状
況

子育て支援課／子ども家庭支援センターゆり
かごで実施

子育て世帯が外出しやすい環境整備を一層推
進するため、赤ちゃん休憩室等の従来の取組
みに加え、平成30年6月から新たにベビーテ
ント貸出事業を開始（貸出件数９件）

Ａ

子ども家庭支援センターには、おむつ替えや
授乳スペースの他、粉ミルク用の湯冷ましを
用意しており、平成24年度に都の赤ちゃん・
ふらっと事業に登録しており、広く利用を促
している。

子育て支援課／子ども家庭支援センターゆり
かごで実施

子育て世帯が外出しやすい環境整備を一層推
進するため、赤ちゃん休憩室等の従来の取組
みに加え、平成30年6月からベビーテント貸
出事業を開始している（貸出件数４件）

Ａ

子ども家庭支援センターには、おむつ替えや
授乳スペースの他、粉ミルク用の湯冷ましを
用意しており、平成24年度に都の赤ちゃん・
ふらっと事業に登録しており、広く利用を促
している。

その他関
係各課

その他関係
各課／推進

評価の方
法

令和元年度進捗状況

2

子育てに配慮した
公共施設の改善

子ども
と保護
者

子連れで来館しやすいよう施設の
環境を整備する。既存の市の施設
については、おむつ替え、授乳ス
ペースを設置する等、子育てに配
慮する。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

評価の方
法

令和元年度進捗状況

2

男女の協力による
子育ての推進

子ども
と保護
者

男性の育児・子育て参加を促進
し、親子のふれあいをとおして、
ワーク・ライフ・バランスと男女
共同参画社会の実現を目指す。

平成３０年度進捗状況
番
号

事業名称 担当課 対　象 事業の内容
目標値・実施
内容（平成27
～31年度）

18


